
� �
本稿の主題は, ９市町村の合併によって誕生

した鹿児島県薩摩川内市の事例を主たる考察対

象に選び, 分権改革や行財政改革と深く絡み合っ

ている平成の合併の問いに応えるには何が必要

だったのかを解明することである｡

合併に向けてインセンティブを大幅に強化し

た����年の ｢市町村の合併の特例に関する法律｣

の改正 (合併旧法) を起点とする平成の合併は,

この間市町村を大きく揺り動かしてきたが, ����年３月に打ち切られる｡ とはいえ, 地方分権
の改革が継続される見通しにある以上, 分権改

革の一環として登場した平成の合併がもたらし

た地方自治の変容の解明は喫緊の課題であろう｡

その検証事例として薩摩川内市を取りあげる理

由は２つある｡ １つには合併の市町村構成が分

権改革のキーマンである西尾氏の構想する組み

合せと合致していることである｡ ２つ目は, 薩

摩川内市が全国的に珍しい住民自治組織 ｢地区

コミュニティ協議会｣ を市域全体に設置してい

ることである｡ それぞれに関連させて少し説明

を加えよう｡

地方分権一括法に代表される����年分権改革
は国の行政的な関与を減らす改革のはずである｡

この改革が進展する先には, 国や県に頼らない

で総合行政を実施するフルセット型の市町村が

｢受け皿｣ として描かれる｡ そこから平成の合

併が登場する｡ けれども, この合併目的は実際

の推進プロセスの中で著しくぼやけていく｡ と

いうのは, 存立保障があると信じ込みなかなか

動こうとしない市町村に対して手段を問わない

合併促進策を投入する結果, 合併が自己目的化

していくからである｡ それゆえ, 合併の目的を

いま一度確認し, 目的に合致したケースにおい

て合併前後に何が起きたかを調べることは, 平

成の合併が分権改革と整合的な自治体経営を生
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み出すには何が必要であったかを明らかにする

であろう｡

つぎに, 分権改革が追い求める総合化は, 現

実の自治体経営にとってどのように位置づけら

れるのか｡ 本稿は薩摩川内市を検討素材にして,

この問いの答えを探究する｡ 西尾構想が想定す

るごとく, 地方の中心市が外縁地域にある小規

模な市町村を含めて広域合併をすれば, 誕生し

た新設市はいや応なく自己の体力限界に直面す

る｡ 分権改革のいう総合化はこの限界に対処す

る武器として効果を発揮するのであろうか｡ も

しそれが武器として有用性を発揮しないならば,

国に勧められて高価な市町村を抱え込み経営的

に四苦八苦している地方の中心市に, 救いの手

は必要ないのであろうか｡

そうした中心市の１つである薩摩川内市も,

予想される経営的な困難に対処するべく合併前

から種々の政策を準備しており, その１つに包

括的な住民自治の組織を設置する計画がある｡

この組織を円滑に機能させるために, 市行政の

側に総合的な部署が配備される｡ 市の担当部署

の総合性は, 分権改革がめざす総合とは性格が

異なる｡ ここに, 地方自治のあり方をめぐる大

きなねじれが潜んでいないであろうか｡� ��������������������������������������
国政のレベルで新しい ｢国のかたち｣ づくり

がはじまってすでに十数年が経過した｡ しかる

に, 今日に至るまで, その骨格が世論の前に明

らかにされたとはいえない｡ ����年代の初頭に
遂行された平成の合併も, 国民の目からは分か

りにくい政治的な大事業といえる｡ 本章におい

ては合併を巡る議論の整理を通じて, 多様な合

併事例が生まれた鹿児島県下の新たな市町村の

うちから主要な検討事例を選び出すための基準

を導き出す｡

平成の合併は, 一見唐突に出現し, 世論がそ

の必要性や目的を理解する暇もないままに実施

に移された｡ 論議の舞台における言明が少ない

合併目的ではあるが, 先行する政治改革および

同時進行していた分権改革との深い絡み合いに

着目して読み解けば, 合併像を描き出せる｡ そ

れにより, 平成の合併に対して世間に流布して

いる観点とはやや違った評価視角を取り出すこ

とにする｡ ここで導き出された合併の類型が実

際の合併ケースとして多いかどうかは, 本稿の

アプローチにとって重要ではない｡ というのも,

小規模市町村が数多く存在する地方において,

大幅に権限が移譲された分権社会を幅広く築く

に適した合併が問われるはずだからである｡ こ

こで導きの糸の役割を演ずるのは, 分権改革が

本格的に政治の舞台に登った当初から改革で中

心的な位置を占め続けている行政学者・西尾氏

の言説である｡

平成の合併は, ｢国のかたち｣ づくりの重要

な柱である分権改革が進行している最中に ｢予

想外の中途での戦略変更｣ として登場した１)｡

短い期間に合併促進の措置や財政的な締め付け

策が集中的に投入された結果, 全国の市町村数

は����年３月の����から����年３月末の����に
まで減少をみた｡ 同じ時期に, 九州の最南端に

位置する鹿児島県下では, 市町村は��から��に
まで減り, 半分以下となった｡ 図１は最近時の
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平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―(出所) 鹿児島県ホームページ ｢県内の合併状況 (地図)｣ を一部加工｡
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鹿児島県下における合併の地域的な組み合せを

示している｡

図に表された, 一見バラバラに見える合併状

況にどのような意味が見いだせるであろうか｡

合併を扱った業績はすでに山脈をなすほど発表

されている｡ そこでの議論と同じく, 論者の価

値関心に応じていくつもの整理基準と評価が可

能である｡ この時, 合併を論じる大勢の研究者・

実務家の間にあって, 分権改革の流れの中で常

にキーマンとしての位置を保持し続けてきた西

尾勝氏の評価関心は, 平成の合併の目的と同様

に分かりにくい｡ 西尾氏は分権推進を唱える学

者たちのホープにふさわしく, 中央省庁のかた

くなな抵抗を受けつつも地方分権推進委員会が

目覚ましい成果を達成することに大きく貢献し

た｡ その一方で, ����年��月に, 法律により小
規模市町村を解体させる事項を含む私案 (旧西

尾私案) を発表している｡ 少なくない研究者は,

双方の態度の間に埋め難い路線の違いを認める

ようである｡

小規模市町村の存続を積極的に支援する政治

学者の加茂利男氏も, 西尾氏に路線移行が起き

たとの立場をとる｡ 加茂氏によれば, 西尾氏は

がんじがらめの枠組みの下で ｢現実的で実行可

能な選択｣ を追求するあまり, ｢本意と現実の

乖離をおおきくした……本意を融通無碍に現実

に近づけた｣ となる２)｡ けれども, この西尾評

価でもってはうまく説明できない案を, 西尾氏

は����年に自民党の道州制調査会の講演におい
て持ちだす｡ その会合で, 合併・統合路線に立

つはずの西尾氏は, 小規模な市町村について事

務処理権限にはいくつかの制限を課すものの普

通地方公共団体としての法人格を認める特例団

体方式を提案する｡ この特例団体方式が全国町

村会の提起する ｢町村連合｣ 案と ｢微妙に重な

る｣ ことは加茂氏自身が認めている３)｡ もちろ

ん, 旧西尾私案と新西尾私案の相違を同一人物

の大きな発言のブレと受け取ることも可能では

ある｡ だが, よく注意すれば, 西尾氏, 加茂氏

が共に追い求めている分権社会の内実に重大な

相違が含まれている｡ この点について, ����年
の分権改革を ｢融合・分立体制｣ から ｢融合・

統合体制｣ への移行と見る金井利之氏の論点整

理の助けを借りて取り出そう｡

まず, 金井氏が敷衍する自治に関する村松仮

説を簡単に要約しよう｡ 集権と自治は両立しう

る｡ 自律性は低くとも活動量が大きければ自治

はある (事務は融合的に処理)｡ 自律性は高く,

活動量の小さい自治もある (分権・分離路線)｡

分権・分離体制で, かつ活動量の多い分離は福

祉国家の下ではありえない４)｡ この村松仮説を

も顧慮して����年の改革を性格づければ, 融合
の側面では改革の前後に連続性が存在していて,

自治体の事務処理の理念が分立から統合に転換

したと, 金井氏は主張する５)｡ ここの議論に引

きつけていうと, この転換を先頭に立って実現

してきたのが西尾氏であり, 加茂氏は分権・分

離路線を求めているといえよう｡

実行可能な改革を模索する地方分権推進委員

会は, ｢自治体レベルで各種の行政分野を可能

なかぎり広く包括しようとする｣ 統合路線を採っ

たがゆえに, 方針転換を呼び起こす｡ というの
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は, 推進委員会は, 当初, ｢受け皿｣ 論を棚上

げにして改革審議に着手した｡ ところが, 改革

審議において市町村への権限移譲を真剣に討議

する中から, 人口規模により市町村の権限範囲

に段階的な区別を設定する案へと踏み込み, つ

いには, 市町村合併という ｢受け皿｣ を答申す

るにいたる｡ この展開は, 親委員会直属の検討

グループによって ｢横断共通制度を検討する統

合型路線に適合的｣ であったがために, 個別行

政分野の改革に解消されない ｢受け皿｣ の視点

が委員会の審議において新たに発見された結果

である６)｡ つまり, 金井氏の整理視角に立てば,

統合路線は内在的に市町村合併を内包するとい

う観点が導きだされる｡ これは, 推進委員会が

市町村合併に踏み込んだ責任を, もっぱら国会

議員や政府首脳に求める西尾氏の説明とは違っ

た視点である｡ 実際, 西尾氏は自著において市

町村合併を ｢日本の伝統的なお家芸｣ とする見

解を表明している｡

近代化の過程において, 国はすべての市町村

に漏れなく新たな事務を義務づけてきた｡ 国が

この路線を採りえたのは, 国民の側に国の路線

を受容する素地があったためである｡ 同時に,

市町村は ｢横並び平等主義｣ を強く指向する｡

この素地と指向性を重ね合わせれば, 増大する

公共サービスの提供要求に応えられない ｢弱小

町村に対しては隣接市町村との合併を求める｣

という行政手法が繰り返し動員されることにな

る７)｡ とすれば, 市町村合併は, 当時の国会議

員・政府首脳に強要された事案であり, 分権改

革を遂行する上で避けて通れないためにやむな

く実施された政治的な事業だったわけではない｡

事務権限を大幅に拡大する ｢融合・統合体制｣

を目指す分権改革は市町村合併を必然的に採り

上げるべきであったことになる｡

分権社会の ｢受け皿｣ づくりとして市町村合

併を必要とする態度決定と, 実際にそれをいか

なる手順・工程表を用いて, また, どの程度の

圧力をかけて実施するかは別な問題である｡ 実

施プロセスを決定する局面において, 西尾氏個

人は, 分権社会の市町村はどうあらねばならな

いかを国民の多くが実際に体験した時点で市町

村合併を実施すべき, と主張している｡ また,

小規模市町村が顕著に減らない事態は問題だと

懸念を抱きつつも, 合併しても効果のない市町

村がいくつもあり, それらには柔軟に対処すべ

きとの態度を表明している８)｡ したがって, 分

権の受け皿にふさわしい合併市が創出され, そ

れが全国のモデルとして運営されるならば, 西

尾氏の立場からして分権改革と整合的な市町村

合併という課題を最低限クリアできたことにな

るであろう｡ この地方社会像の局面に関するか

ぎり, 全国町村会の ｢町村連合｣ を支持する加

茂氏と西尾の間には, 少なくない重なりが見ら

れる｡����������������������
西尾氏は, 合併した市町村の実情が ｢第１次

分権改革の成果を活用する創意工夫｣ に欠ける

と, 不満を表明する９)｡ これと対照的に, ９市

町村が集まって��万人都市になった薩摩川内市

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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は, 誕生の直後から相次いで行財政改革を具体

化し世間の注目を浴びる｡ 一見, 分権改革の理

念を追求する市政に見える薩摩川内市であるが,

それは高価な小規模市町村を数多く抱え込んだ

重圧に対処して健全性回復の軌道に乗せようと

する態度決定にほかならない｡ あらかじめ広域

合併の困難について徹底した洗い出し作業を遂

行していた点を除けば, その生みの苦しみは他

の合併となんら変わるところはない｡

どのケースであれ, 同じテーブルで合併の検

討が始まるのは, 関係者の間になんらかの共通

の利害が存在するからである｡ この点を視野の

外において政治が動く事はなかろう｡ とりわけ

合併によって創出されたより大きな市町村は,

より狭い地域の以前にあった自己決定の権能を

著しく弱める｡ 加茂氏はこの側面を重大視する｡

一方, 分権改革を推進する西尾氏は, この側面

における犠牲よりも, 大幅な権限移譲の ｢受け

皿｣ となるフルセット型行政の実現がより重い

課題だとの立場に立つ｡ しかしながら, 西尾氏

の価値関心がどの程度に実際の合併で受け入れ

られるかは, 確かめる必要があろう｡ 現場の利

害関心と合併理念をと結びつけるのが促進措置

の工夫であろう｡ しかるに, 西尾氏の場合は,

合併した市町村の側に ｢創意工夫｣ を求めてい

る点が注目される｡

分権改革の流れから起きた平成の合併は,

｢融合・統合体制｣ を支える市町村の創出に狙

いがあった｡ だが, いかに西尾氏が批判しよう

とも, 自己の存続を危うくする現実的な脅威が

迫る, あるいは, 合併が現状よりも権益を改善

させる見通しを抱かせる これらが現実味を

帯びないかぎり, 個々の市町村の合併に向けた

動きは起こらない｡ それゆえ, 合併の検討が始

まっても, 財政上のメリット・デメリットの吟

味, 維持可能な財政基盤の確立などが主要な切

り口とされるのは避け難い｡ また, 合併の態度

決定に直接に関係しているのは市町村の政治家

たちである｡ 彼らの重要な判断基準は自分たち

の運命である｡ したがって, 合併相手の選択は

きわめて重要な政治テーマとなる｡ 市町村規模

にあまり格差のない市町村同士, かつ, 関係す

る市町村数がそれほど多くない合併と, 中心市

を核にした広域合併では, 自己の生き残るチャ

ンスが大いに異なる｡ 都市制度上の地位要件を

緩和する措置はこれらの顧慮をうまく組み込め

る機会を提供する｡

政令市・中核市・特例市・一般市・町村の区

分のうち, 本稿の分析対象となる地方の市町村

から見て特に重要なのは, 市への昇格に際して

の人口要件を５万人から４万人 (����年３月末
までであれば, ３万人) に緩和する措置である｡

合併協議を始める理由を探る原田久氏によれば,

｢町村から市に昇格したとしても, 福祉事務所

の設置に伴う関係事務が新たに付与されるに過

ぎ｣ ない｡ つまり, 町村から市への昇格は, 実

際に数多くの権限を獲得する ｢受け皿｣ にはな

らないものの, 一般住民に対して自律性強化の

イメージを与える｡ このことは小規模な市町村

の政治家たちが合併協議の場につくインセンティ

ブとなっている��)｡ とすれば, 分権社会の担い
手を生み出すという平成合併の理念それ自体は,

現実の合併にとって牽引力ではない可能性が高

い｡ 合併の是非およびその組み合わせを決める

政治家たちの現実的な諸利害が実際にどれほど
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影響するかを, 合併データに基づいて吟味して

みよう｡

最初の検討資料は, 市町村合併に関する研究

会 『｢平成の合併｣ の評価・検証・分析』 (平成��年６月) を用いる｡ また, 総合行政を担う職
員数値に関しては, 佐々木信夫氏の見解を参考

指標として用いる｡ 現場の実情に詳しい佐々木

氏によると, 企画的な仕事が専門的に担えるの

は���人以上, 各種の専門職をフルセットでそ
ろえるには����人以上の職員規模を要する｡ 彼
は人口���人あたり１人の職員を平均値として
いるので, それぞれ５万人, ��万人という人口
規模の水準が導かれる��)｡
全体で���の合併件数のうち, ２市町村 (���
件) と３市町村 (���件) による新設合併は,
総合行政を新たに整備する可能性が低い (��パー
セント)｡ 佐々木氏のメルクマールからすれば,

合併後の人口が５万人未満の市町村は, 自己の

発展を左右する企画事業を専門的に担えるだけ

の総合行政の要件に達しない｡ 合併した���市
町村のうち���市町村は５万人の水準を満たせ
ていない (��パーセント強)｡ これらのデータ
から, 合併全体のうち約半数が分権の ｢受け皿｣

となるだけの行政基盤には達していないと判断

できる｡ ここからは, 市町村内の現実政治的な

利害の折り合いによって合併が決まったケース

は相当に多いという推論が成り立つ｡���
数値基準を用いて合併市町村を吟味すれば,

半数前後の合併は総合行政を築けるだけの客観

的な基盤を欠いていると判明した｡ 実は, これ

らの数値指標には新設市がどのような市町村に

よって構成されているのかに関する情報が含ま

れていない｡ ｢融合・統合体制｣ を担える市町

村を全国に張りめぐらすのはとても難しい取り

組みである｡ なぜなら, 財政力の弱い, 同時に

もっぱら法令や通達に従う行政に終始する小さ

な市町村同士が合併しても, 総合行政は整備さ

れないからである｡

この難点を打開して, 全国に広く企画面まで

含めた総合行政を行き渡らせようとするならば,

条件不利地域などに位置する小規模な市町村を

地方の中心市がカバーする構想となる｡ それは

中心市の側から見れば, 隣接する市町村の外側

にある外縁地域の市町村までも包摂することを

意味する｡ 実際, 薩摩川内市はそのケースであ

る｡ ここでは, 西尾氏の描く ｢融合・統合体制｣

にふさわしい合併とはいかなる合併かを整理し,

それと薩摩川内市の編成がどの程度に照応する

かを検討する｡

実情を冷静に観察する西尾氏は, 市町村合併

に関しては珍しく事実に反する事態を ｢事実｣

として述べる｡ 著書において広く見られる合併

構成として描かれる合併パターンこそ, 小規模

な市町村をできるだけ解消したいとする西尾構

想の図にほかならない｡ 彼によって多く見いだ

されるパターンの合併は次のように説明される｡

平成の合併では ｢周辺中山間地まで含む広大

な区域を管轄することになった合併市｣ が多い｡

それは合併の核となる中心市が ｢中心地域に吸

引され過疎化し高齢化し貧困化している｣ 後背

地にまで責任を負う体制となる｡ そして, この

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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広域合併市は ｢もはや市街地を主たる対象にし

た都市行政を担当する自治体ではなく, 都市圏

行政を担当する自治体に変貌しなければならな

い｡｣��) ここには, しっかりと平成の合併の課
題が掲げられている｡ とはいえ, 西尾氏の描写

する合併像が現実に多く見られる事例かどうか

は, ｢周辺中山間地｣ を過疎法の対象となる市

町村に置き換えて合併データを整理すれば, す

ぐに確かめられる (表１)｡

表１では, 平成の合併で誕生した���市町村
(���件) を, �：過疎市町村同士の合併, �：
過疎市町村と過疎以外市町村の合併, �：過疎

経 済 学 論 集 第 �� 号

―��―

�� ������������
Ａ過疎市町村同士 Ｂ過疎市町村と

過疎以外市町村
Ｃ過疎市町村
以外同士

合計
市と
町村

町村
のみ 小計 市と

町村
町村
のみ 小計 市と

町村
町村
のみ 小計

合併市町村数

合併方式
による区分

(対等)
(編入)

����� ����� ����� ������� �������� �������� ������ ������� �������� ���������
合併関係
市町村数

２団体
３団体
４団体
５団体
６団体
７団体
８団体
９団体��団体以上

���������
�����������

������������
�������������

�������������
�����������������

������������
������������

��������������
�������������������

人口規模

１万人未満
１～３万人
３～５万人
５～��万人��～��万人��～��万人��万人以上 ������� ��������� ���������� ���������� ����������� ������������� ��������� ����������� ������������ �����������������

(出所) 全国過疎地域自立促進連盟・�財�過疎地域問題調査会ホームページ ｢過疎地域データバンク (参考資料)
市町村合併の状況｣ (����年１月ダウンロード) 及び ｢過疎市町村自立促進市町村計画等データベース
(総務省自治行政局過疎対策室����年３月発行)｣, 総務省ホームページ ｢合併相談コーナー｣ (����年
１月ダウンロード) に基づいて作成｡

注１) 過疎市町村とは, 過疎地域自立促進特別措置法２条１項, ��条, ��条１項, ��条２項, 附７条に該当す
る市町村のことである (過疎地域市町村, 過疎地域とみなされる市町村, 過疎地域とみなされる区域の
ある市町村, 特定市町村とみなされる区域のある市町村)｡

注２) 町村のみの合併で唯一の編入合併は, 愛知県豊根村 (人口����人) であって, 旧富山村 (人口���人)
を編入合併した｡

��) 西尾, ����年, ���, ���ページ｡



以外市町村同士の合併の３類型に区分している｡

さらに, 各々の類型について, 市と町村からな

る合併と町村同士の合併に細区分する｡ 過疎法

の対象でない市町村同士の合併は���, 全体の
３分の１ほどにとどまる｡ 今回の合併が過疎地

域を深く巻き込んだ合併であったことが分かる｡

この時, ��パーセントほどは過疎市町村同士の
合併であり, 人口５万人を超えることはない｡

つまり, この類型は総合行政体を形成できてい

ない｡

過疎の市町村とそうでない市町村の組み合せ

のうち約半分の���は, 市と合併したケースで
ある｡ 人口規模を尺度にとれば, 企画部門に担

当者を配置できる５～��万人を含めても, ���
ケースにしかならない｡ ｢周辺中山間地まで含

む広大な区域｣ が市域となる広域市の簡便な代

替指標に, 合併に参加した市町村数を用いて,

適格対象を５団体以上と緩く設定してみよう｡

この基準であっても, 合併全体の１割に満たな

い��の事例が取り出せるに過ぎない｡ それゆえ,
西尾氏が述べる合併像は, 必ずしも全国いたる

地域に見いだせる類型とはいえない｡ 鹿児島県

下において該当するケースを取り出せば, 人口��万人の県都・鹿児島市, それ以外で��万人を
超えるのは鹿屋市, 霧島市, 薩摩川内市の３事

例が取り出せるに過ぎない｡ つまり, 西尾氏が

担い手として描く地方の広域合併市は, 彼が期

待する地域編成の像ではあるが, 現実の合併の

代表的な事例とはいえないであろう｡

平成の合併が西尾氏の描く目標像を広く実現

していない事実は, このタイプの合併が重要で

ないことにはならない｡ 逆に, いくつかしか誕

生しなかったとしても過疎に悩む小規模町村を

包摂した広域合併市こそ, ｢融合・統合体制｣

を担うにふさわしい基礎自治体かどうかの検証

の場となる｡ つぎに, 次章以降で取りあげる薩

摩川内市の概要を記しておこう｡

外洋離島との海越え合併として注目された薩

摩川内市は, ９市町村が合併した結果, 面積が���平方キロメートルに広がり, 九州第４位の
市域を抱える｡ 北側には非合併の阿久根市があ

り, 南側には合併協議会から離脱した２つの市・

町の合併で誕生したいちき串木野市が位置する｡

合併前の市町村単位でみると, 人口規模で７万����人と���人の開きがある｡ 本土側の外縁地
域 (入来町, 祁答院町) に１万人強が住み, 甑

島の４村に約����人が暮らす｡ 旧川内市を含め
たすべての市町村で人口減に見舞われている｡

甑島と本土を結ぶ航路の発着場は隣のいちき串

木野市にある｡ 合併の前に新幹線が開通し, 合

併後に鹿児島市に通じる自動車専用道路のイン

ターチェンジが開設されている｡ いくつかの外

部企業が立地しており, 原子力発電所は, 目下,

増設が計画されている｡ 西尾氏の描く圏域編成

とかなり重なっているといえよう｡� ��������������������������������������
合併は住民の意志をふまえて, 個々の市町村

が決定する｡ 国は現代日本の行政活動の必要か

ら市町村の規模拡大を提言し促進措置を講じる｡

平成の合併の場合は, 国が関与を減らし市町村

の自己決定の範囲を拡大する分権改革の ｢受け

皿｣ づくりが目的である｡ その際, 地域で生活

する住民の理解する市町村の活動と国・都道府

県・市町村という統治機構における市町村の役

割に大きな乖離があれば, 国の企図する成果を

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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達成できない事態が発生するのは珍しくない｡

それでは, 一連の改革をリードする西尾氏の構

想と合致する合併が実現すると, 国の企図する

合併効果は現れるであろうか｡

いっぱんに, 広域合併は中心市にとって１人

当たりコストの高い市町村を受け入れて以前よ

りも高価な自治体をもたらす｡ その一方, 外縁

地域の市町村に住む住民にとってはサービス水

準が低下する｡ 同時に, 行政活動の再編により

周辺地域におけるサービス処理水準には高度化

が起こる｡ とはいえ, 周辺の住民はこの種の変

化をあまり感知せず, もっぱら目に見えるサー

ビス密度を問題にする｡ 外縁地域までを含む広

域合併は, 双方の住民の間で広がる負の感情を

転換させようとすれば, 合併後の市域全体に共

通する身近な活動を新たに創出する必要がある｡

合併に参加した市町村の構成が西尾構想と重な

る薩摩川内市を事例にとって, いかなる合併効

果が取り出せるか, 吟味する｡

広域合併の検証はまず新市建設計画から着手

する｡ 法定合併協議会において策定された計画

は薩摩川内市においては 『まちづくり計画』 と

呼ばれる (以下で, 川薩地区法定合併協議会

『薩摩川内市 まちづくり計画』 を引用する場

合は, ページ数のみ掲載する)｡����年２月, 地元の新聞は平成の合併を検証
する特集記事の連載をはじめた｡ トップバッター

には県内合併の第１号であった薩摩川内市が登

場した｡ ４回連載された記事に新市建設計画の

明示された検証は出てこない (｢薩摩川内市

１～４｣ 『南日本新聞』 ����年２月４～７日号)｡
住民の生活に生じた変化をとらえる切り口から

は特集記事のようなアプローチになるのであろ

う｡ けれども, 新建設計画こそが全ての直接の

関係者が合意した文書である以上, 合併成果に

関する検証の基準はそこに置かれる｡

新市建設計画は, 種々の利害を１つの計画に

織り込む結果, どの合併の場合も虚と実がない

交ぜになっている｡ この時, 合併協議の場に出

された情報・意見を踏まえて, より多くの関係

者の賛同が得られやすい新しい発想・計画スタ

イル・実行方策をどれだけ盛り込めるかは, 素

案作成に深く関与する中心市の職員に依存する

部分が大きい｡ 大部分の合併事例と同様に, 薩

摩川内市に結実する合併協議に参加した市町村

の多くも合併決断の重要な契機は財政逼迫であ

り, したがって, 合併後の財政運営の指針とな

る財政計画の部門は, もっとも困難な合意課題

である｡ しかるに, 新市建設計画においてその

最大の難事は表面に浮上することなく, 財政計

画は最後尾の章に配置されている｡ 計画の実質

的な冒頭に該当する新市政の基本方針 (第２章)

は, ３つの柱からなる｡ まず市域は周辺地域と

中心都市という異質な空間から構成されている

ことが確認される (都市文化ゾーン, 田園文化

ゾーン, 海洋文化ゾーン)｡ ２つ目の柱は, 市

民と行政が対等な立場に立った市民参画型のま

ちづくりが掲げられる｡ ３つ目の柱となる行財

政運営は, ｢行政組織のスリム化等による効率

的かつ健全な行財政運営｣ を目指す (��, ��ペー
ジ)｡ ３つのゾーン設定を第一番目に掲げる基

本方針は, 旧中心市に ｢都市圏行政を担当する

自治体｣ への変貌を求める西尾氏の要請と合致

している (図２)｡ 新設市は地域特性の異なる

広大な市域をいかなる財政計画の下で経営しよ

うとするのか｡ ��カ年累計の歳出・歳入を一括
した表から, ある程度推測できる (��～��ペー
ジ)｡

歳入面で大きな増加を見込むのは地方交付税
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(��億円) と地方債 (���億円) である｡ 地方債
は返済に際して７割が地方交付税を当てにでき

る合併特例債の発行を含んでいる｡ 新設市はこ

の特例債を約���億円まで発行できるが, 返済
時の一般会計への負担を顧慮して���億円だけ
利用する計画である｡ 歳出側でもっとも大きな

節約はその他消費的経費の���億円である｡ ず
ば抜けて大きな人件費 (対象の大部分は正規職

員) は減少率６パーセントの��億円減にとどま
る｡ パートや嘱託等の賃金をも含む物件費は��
億円前後にあって, ��億円近く減っている｡ そ
の一方, 普通建設事業費は総額���億円だけ増
える｡ 新市建設計画の説明によれば, ｢新市全

体の均衡ある発展に資するための公共施設等の

整備｣ となっている (��ページ)｡ 繰り返せば,
多くの市町村を合併へと踏み出させたのは財政

の逼迫だったはずである｡ さまざまな利害が錯

綜する合併協議を合意へと導く落としどころは,

薩摩川内市の場合も結局, 他の合併事例と同じ

く公共施設を中心とする建設事業であったと確

認できる｡ この財政計画は合併後にいかなる運

命を辿るのであろうか｡

���
寄り合い所帯としてス

タートする広域合併市が

創意工夫に富む自治体経

営を展開するには, 自己

決定・自己責任を堅持す

る強固な市政が前提され

る｡ これまで ｢融合・分

立体制｣ において資金か

ら事業執行の細かな手順

まで国・県に依存する体

質が骨の髄まで染み込ん

でいる市町村の経営体質の転換は, 一朝一夕に

達成できるものではない｡

これを認めたうえで, 合併関係者の中にあっ

て転換の起点となりうるのは旧中心市であり,

二元代表制の下では事業や計画の原案を作成す

る市長体制をおいて外にない｡ その際, 新しい

経営路線へと移行させる力は分権改革の担い手

という理念から生まれるのではない｡ １つには,

厳しい試練のプロセスを経て中心市との合併選

択に希望を託した周辺市町村の住民たちに対す

る約束の拘束力であり, もう１つは行財政の健

全性を回復させようとする旧中心市の復元力で

ある｡ とりわけ財政に関しては, 合併は中心市

の財政自律度を一気に落下させる｡ まず薩摩川

内市の予算を利用して, 財政自律度の大下落と

いう衝撃が各年度の予算にいかに反映するかを

見てみよう｡

この間の薩摩川内市は, 外部の目から見れば,

合併を契機に諸改革を実施し目覚ましい実績を

挙げている優等生といえた｡ 例えば, 西日本新

聞が����年の秋に九州の��新自治体の合併効果

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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(出所)川薩地区法定合併協議会 『薩摩川内市 まちづくり計画』, ����年��

月, ��ページ｡



を検証した調査では, ３位以下は零コンマ数ポ

イント差で続く｡ そのランク表中にあって, 薩

摩川内市は二位と���ポイントの差を付けて首
位の位置にある (｢薩摩川内市が合併効果１位｣

『西日本新聞』 ����年��月��日号)｡ とはいえ,
それは ｢融合・総合体制｣を築くべく全市的に取

り組んだ実績とはいえない｡ 逆である｡ 旧中心

市の旧状回復を求める保守性から発したエネル

ギーの産物にほかならない｡ 与えられた数々の

制約条件の中で, 実施できる方策を集中したと

いう点では, 当時の市長体制は国政の政治家が

合併促進のためにあらゆる手段を行使したのと,

ある面で似た心理だったといえそうである (た

だし, この種の危機意識をバネにした行動上の

保守主義は, 行財政の諸指標が一定の改善を見

せると, 改革推進のエネルギーを消失させる)｡

保守主義に依拠した改革取り組みを, まず市

政の要である財政から見ていこう｡ 表２は財政

活動の実績である決算を財政計画と対比したも

のである｡ ����年度に関してはすでに執行され
つつあった合併前の一般会計を合算した予算で

あり, その歳出総額は���億円であった｡ その
後の歳出側の推移を見れば, ����年度の決算値
こそ財政計画よりも低いものの, それから以降

は連続して計画値を上回っている (����年度に
は, 激甚災害指定を受けた豪雨が有り, 高い率

で国庫が負担する災害復旧費をたくさん支出し

ている)｡ けれども, 目を歳入側に転じると,

歳出側における決算値と計画値の乖離分をはる

かに上回る規模の収入増加を見いだせる｡ とり

わけ地方債の実際の発行額を毎年明らかな程計

画値よりも低い水準に抑えている (計画値との

差額は��億円, ��億円, ��億円, ��億円) にも

かかわらず, 歳入総額が目立って増えている｡

主要な増大項目は地方交付税, 国庫支出金, 繰

越金である｡ 歳出側で際立っているのは積立金

である｡ 合併の翌年度こそ９億円ほど計画値よ

りも少なくなっているものの, ３年度目から計

画値とは桁違いに多い (計画値との差額はマイ

ナス９億円, ��億円, ��億円, ��億円)｡ した
がって, 財政の健全度はハッキリ分かるほど改

善している｡ これが何によってもたらされたか

といえば普通建設事業費の大きな削減である｡����年度こそ計画値にほぼ近い水準が支出され
たが, その後の２年間は計画値を著しく下回わ

り, ����年度に計画値近くまで戻している(計
画値との差額は,６億円,��億円,��億円,７億
円)｡ 新市建設計画における合併の落としどこ

ろとなっていた普通建設事業費は, 積立金の大

幅な増加があろうとも, 一貫して計画値を下回

わる｡この展開はいかに説明されるのであろうか｡

西尾氏は昭和の合併以降に市町村の扱う事務

が大きく膨らんできた下での平成の合併につい

て, 想像を越えた難事だという認識を述べる｡

そのうえで, 合併に際しては後で ｢隠れ借金｣

が出てこないように関係者間での ｢究極の情報

公開｣ を求める��)｡ けれども, 財政運営面での
困窮と合併に際しての財政支援策の挟み撃ち状

況の下で合併を決断する多くの市町村には, そ

れは机上の理想論のように映る｡ 西尾構想に適

合的な合併における周辺市町村は, 合併後に自

分たちが不利な待遇を受けるという不安をぬぐ

い去れない｡ この不安が強ければ強いほど, 当

該市町村の政治家たちは実施可能な事業を合併

前にできるだけやり遂げようとする誘惑に襲わ

れる｡ 結果的に, 合併に当たって財政的に貧し

経 済 学 論 集 第 �� 号
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�� ����������������� ��������
区 分

財政計画 決 算����年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年 ����年
歳

入

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

地方税

地方譲与税

利子割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

国有提供交付金

分担金・負担金

使用料・手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

������������������������������������������������������������������

�����������������������������������������������������������������

�����������������������������������������������������������������

�����������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������������

��������������������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������

�����������������������������������������������������������������������
歳入合計 (単位：百万円) ������������������������������������������������

歳

出

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

繰出金

投資及び出資金･貸付金

普通建設事業費

災害復旧費

�������������������������������������������������
�����������������������������������������������

����������������������������������������������
����������������������������������������������

����������������������������������������������������
���������������������������������������������������

�������������������������������������������������
�������������������������������������������������

歳出合計 (単位：百万円) 51,724 47,228 46,646 46,740 50,975 49,249 46,747 48,865

(出所) 古川英利 『地区振興計画と合併時の市町村建設計画－広域合併から生まれた住民自治の新局面－』 鹿児
島大学大学院人文社会科研究科修士論文(未公刊), ����年３月, ��ページに, ����年度決算を付加｡



いがゆえに余計に借金を積み重ねるという奇妙

な現象が広く見られる��)｡ 薩摩川内市のケース
でもこの事態とまったく無縁ではなかったよう

である｡ これらの事業がもたらす地方債の積み

増しは, 中心市にとってどうにも容認できない｡

人口７万人の旧川内市と人口３万人の８町村

の地方債 (����年度で���億円) は, お互いに
ほぼ同額の���億円であった｡ 川内市の地方税
(����年度に��億円強) は大部分が正規職員の
給与からなる人件費 (同年度��億円) の２倍近
い水準にあった｡ それが, 合併の年度 (����年
度) にはそれぞれ���億円強, ���億円強となり
人件費を賄えなくなる｡ 鹿児島県下の市町村の

うちでは財政力指数が上位にあった川内市

(����年に����) は, 合併によって指数を大き
く下げて����になった｡ これらの衝撃力は強く,
合併直後に当選した市長は, 当該年度の建設予

算で未着手の事業を全て凍結してしまう｡ これ

に対して, ８町村が出身地の議員たちは合併前

の予算を予定通り執行するよう強く求めた｡ こ

の時, 市長が建設事業凍結の態度を貫くうえで

多数派の川内市出身議員による暗黙の支持が支

えになったことはいうまでもない��)｡
行政改革の代表的な評価項目として注目され

るものに, 市行政のスリム化と補助金改革があ

る｡ このうち, 行政のスリム化は予算の構造悪

化への対処とまったく同じ行動原理で説明でき

る｡ 新市建設計画の基本方針には ｢行政組織の

スリム化｣ が明記されている｡ それを具体化す

るために, 薩摩川内市は施設の統廃合, 民営化,

指定管理者制度などを矢継ぎ早に実施した｡ そ

の推進は９市町村を合体させたために大所帯に

なったという理由だけではない｡ 外洋離島の４

村は, 相互間の交通事情も悪く, 日常生活にお

ける最低限の完結度を満たすためにそれぞれの

村が直営で各種事業を手がけて ｢大きな公共｣

が生まれていた｡ これらの事業は三位一体改革

の前からすでに行き詰まっていた｡ これら市政

の重荷を軽減する作業を, 新設市は矢継ぎ早に

投入する｡

一方, 合併当時の配置職員数は����名であり,��類似団体における職員・人口比率では, ��番
目であった｡ それにもかかわらず, ｢生首は切

らない｣ 原則を保持したため, 職員数は３年経

過した����年４月に����名を抱える有様であっ
た｡ この硬直した構造を前提にして編み出され

たのが上記のごとき事業合理化の諸方策であっ

た｡ これらの方策と合わせて, 臨時職員・嘱託

を徹底的に減らすことで行政のスリム化を追求

した｡ ここからは, 正規職員で構成される行政

組織の強い自己防衛体質が確認できる｡

補助金改革は, 上述の２ケースとは違い, 住

民が事業見直しに主導的に関与した事例である｡

先の予算実績を見れば, 補助費等の歳出額は����年の��億円強から����年度の��億円とわず
かな減少に過ぎず, 堅調な改革があったように

は見えない (ここには, 合併後に新たに創出さ

れた地区コミュニティ協議会への交付金も含ま

れる)｡ そこでの取り組みは, 財政規模の縮小

ではなく, 事業の運営面における改革であった｡

行政当局が持ちだした当初案は, 行政改革推進

委員会の審議においてそうとう程度に性格を変

えられ, 小規模な額の申請を認めて期限付きの

公募制の方式へと改変された｡ これにより, 各

種団体に対する利益誘導的な性格の強かった補

助金は, 申請後にプレゼンテーションを行ない,

経 済 学 論 集 第 �� 号
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第３者機関により審査・決定される補助金に生

まれ変わった｡ 公募式補助金は, 毎年��件前後
の応募があり, ��件余りが採択されている｡ こ
の改革は, 都市的な活動スタイルの人々を鼓舞

する事業を生み出したといえる｡

ここでは, 新しいタイプの政策創出に関して,

市職員は発想がかなり硬直的であることが見て

とれる｡ また, 分権改革にふさわしい ｢創意工

夫｣ の追求にとっては, 住民や専門家の幅広い

参画の重要さが示唆されているようである｡���
分権改革と併行して平成の合併が推進された

理由は, 地方における高度な総合行政を広く配

置するための ｢受け皿｣ が必要だと見なされた

ことにある｡ だが, 新しい行政の能力が予算運

営の改善, 行政組織改革の局面において発揮さ

れても, そこに合併の意義を見いだす住民は少

ない｡ 住民, とりわけ厳しい対立の中で旧中心

市を選びとった周辺市町村の住民は, 自分たち

の地域に対する政策が以前の市町村は違ったタ

イプの成果をあげた時に, 総合行政体の実力を,

そしてその隊列に加わった自分たちの選択の

｢正しさ｣ を認識する｡ 薩摩川内市に即してい

えば, 地域ごとに差異化された市域の経営がそ

れに当たり, ３つのゾーンごとの政策となる｡

設定された各ゾーンに対して, いかに特徴のあ

る ｢都市圏行政｣ (西尾) を展開できるか｡ 薩

摩川内市の ｢創意工夫｣ の力が試される｡

薩摩川内市の市域経営は３層の戦略編成になっ

ている｡ もっとも基層には市全体の経済や社会

の活力を高める課題がある｡ 一部地域が県都・

鹿児島市と境界を接し, 市の総人口が減ってい

るという現実の中で都市間競争を意識した対応

である (定住人口の増大策, 企業誘致策など)｡

２層目には３つのゾーンを設定した戦略レベル

がくる｡ 市街地に関しては都市的集積の高度化

を促進する｡ それ以外の地域については, 地域

特性を引き出す方策を積極的に練る｡

３層目は, 同じく外縁部とはいっても, 外洋

離島の甑島に位置し, 他の市町村と地理的, 行

政的に独自な性格が明瞭な４村を別個に扱う路

線である｡ この点を少し補えば, 薩摩川内市の

市域は東西に長い｡ 東側の地続きである旧東郷

町, 樋脇町において川内市と一体化が進んでい

るのは誰の目にも明らかである｡ しかしながら,

その外側に位置する旧入来町, 祁答院町は, 日

常生活上での結びつきも薄く, 産業構造の中心

も農林業である｡ 漁業が主力の甑島の場合, ３

つの島に４村が分立していて, 本土と結ぶ船舶

のターミナルは隣接市に位置する串木野港であ

る｡ 従来は４つの村が最低限ではあれ, 一応の

完結した生活体系をそれぞれに築いてきた｡ 合

併後には, その仕組みから甑島全体を一まとめ

にしたより総合的な生活体系へと再編する必要

が生じる｡ 旧中心市の職員にとって周辺ゾー

ンごとに地域の産業を組み込んだ振興策を作成

し実施するのは泣き所である｡ もとも旧川内市

の合併構想は, 市と鹿児島市の間に鎖状に連な

る小都市をつなぎ, 南北に伸びる大地方拠点都

市を築く内容であった｡ それが複雑な協議の積

み重ねの結果, 東西に長い３ゾーンから構成さ

れる市域に転換した｡ ２つの周辺ゾーンに登場

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―��) ｢合併に浮かれず 『現状死守』 薩摩川内市 (上)｣ 『朝日新聞』, ����年２月��日号｡ 同記事では, 当時の
市長へのインタビューとして, 合併の論議に際して川内市の議会内には財政力の弱い町村との合併に反対す
る声が根強く存在した, と伝えている｡



する産業は農林業, 漁業, それらと結びついた

観光業が中心であるが, 旧中心市においては主

力産業でなかった｡ また, これらの分野の新展

開には蓄積された実務知識が不可欠であり, そ

れなくしては旧周辺町村の職員に太刀打ちでき

ない｡ さらに困ったことに, それらの産業はこ

の間, 周辺ゾーンにおいて停滞・衰退の傾向を

強めてきている｡ つまり, 産業政策の面に関し

ては, 周辺地域の住民は中心市との合併からメ

リットを引き出せるという期待をもてない｡ そ

れゆえ, 薩摩川内市の力点は生活・文化領域や

イベント関係にならざるを得ない｡

生活・文化領域における周辺ゾーンの振興策

は, 外部からは華々しい成果をあげているよう

に見える｡ この間に実を結んだ具体的な活動を

列挙すれば, 旧祁答院町にある藺牟田池のラム

サール条約加盟, 東郷町の人形浄瑠璃は国の無

形文化財として指定, 入来町にある武家屋敷群

が伝統的歴史建築物地区になり, その中の代表

的な屋敷を公開に向けて大修理｡ 甑島の伝統行

事であるトシドンが世界文化遺産への登録, と

続く｡ これらは当該地域に住む人々の地元への

誇りや愛着を大きく高めるできごとだといえる｡

とはいえ, これらの実績は, 合併前からの取組

みの延長線上であり, 合併後の政策努力により

実現したとはあまりいえない｡ その一方, 甑島

振興では活性化に向けた各種の方策が精力的に

注ぎ込まれてきた｡ しかしながら, 大学生によ

る合宿や地域交流の事業が定着してきた以外は

注目するほどの実績は上がっていない｡

薩摩川内市は, 一見合併を契機に市行政レベ

ルで ｢融合・統合体制｣ を築き目覚ましい成果

を達成しつつあるように見える｡ しかしながら,

少し立ち入って検討して見ると, 中心市の行政

組織が総合行政体として特段の成果をあげてい

る証拠は取り出せない｡ にもかかわらず, 合併

に対して住民の間に強い不満は渦巻いていない｡

そこには, さまざまな外部の力が偶然に応援の

役を演ずるという幸運もあるが, より大きな理

由は地区コミュニティ協議会と呼ばれる住民自

治の制度の存在が大きい｡ 次節での検討対象で

ある｡����������������������
薩摩川内市は, 誕生して間もなく, 任意団体

の地区コミュニティ協議会を市域全体にわたっ

て設置した｡ 創設された協議会においては地区

｢振興計画の下, 地域の各団体がまとまり, 活

動しやすくなった｡ 何でも行政任せだった住民

の意識改革ができた｣ (｢薩摩川内市 ２｣ 『南

日本新聞』 ����年２月５日号)｡ 協議会が住民
自治を活性化している様子を述べたある協議会

会長の発言である｡ この協議会制度は合併検討

の初期の段階から, 編入された旧市町村を対象

に国が導入した地域審議会, 地域協議会とは明

確に別種の自治制度として構想された｡ この制

度は地域の包括的な活動団体であり, 協議会の

活動を支援する部署が市行政の中に設置されて

いる｡ 同時に, 協議会が作成した地区振興計画

は, 市の総合計画が尊重することになっている

(薩摩川内市自治基本条例)｡

一方, 国が導入を認めた地域自治区の原案は,

旧西尾試案に含まれている ｢小さな自治体｣ で

あり, 西尾氏自身が ｢画期的な新機軸｣ と自己

評価している��)｡ 薩摩川内市の前身である合併
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検討の組織は, なぜ別種の自治制度を導入する

必要があったのであろうか｡ もし別種の制度で

あれば, 地区コミュニティ協議会制度は分権改

革がめざす ｢融合・統合体制｣ にうまく組み込

めるのであろうか｡ 市の支援内容の概観を含め

て, ここで検討する｡

西尾氏は, 当時, 市町村合併があまり進展し

ないことに懸念を抱いていた｡ そこで, 旧西尾

私案において合併しない小規模な市町村に対す

る ｢特例町村制｣ とともに ｢小さな自治体｣ を

登場させた｡ この構想は, 第��次地方制度調査
会答申に地域自治組織の制度として盛り込まれ

た後, 数々の修正を受けるなかで換骨奪胎の運

命となる｡ この経緯をふまえて, 構想の原形に

より近い調査会答申に課題関心・構想の手がか

りを求める｡

地域自治組織 (一般) は, ３つの機能を備え

ることになっていた｡ ①住民に身近なところで

住民に身近な基礎自治体の事務を処理する機能,

②住民の意向を反映させる機能, ③行政と住民

等が協働して担う地域づくりの場としての機能,

これらがその内容である｡ 合併前まで比較的近

い存在と感じられた市町村役場が備えていた機

能を整理すると, この３点に集約される��)｡ 地
域自治組織の構想に沿って合併に対する住民の

不安に対処しようとする場合にも, 旧周辺市町

村の地域においてどの機能により特化して, ど

れだけの広さの空間単位に, どのような方式で

残すか｡ これらに関して政策面での選択が生じ

る｡

①については, 住民に身近な基礎自治体の事

務を利用頻度の高い行政サービスという表現に

置き換えよう｡ そうすると, たいていの合併ケー

スにおいて支所が担っているサービスであり,

支所が存続するかぎり新たな対策を講じる必要

はそれほど高くない｡ ②は, 広域市を構成する

小地域の意向・立場を市の態度決定や政策に反

映させる手段の確保である｡ 今日の市町村の運

営実態から見れば, 議員の人たちが担っている

仕事に属する｡ とはいえ, これは地方議会の舞

台においては２つの要因により強い制約を受け

る (旧周辺市町村から議員が選出される困難さ,

個別議員の集合体としての議会において周辺地

域から選出される議員の影響力行使の強さ)｡

国は, この制約を顧慮して, 使い勝手は悪いに

しても地域審議会, 地域自治区の制度を導入し

た｡

③の機能は自治の内容としては学問的に十分

な解明がなされていない領域のように思われる｡

｢小さな自治体｣ を提唱する西尾氏によれば,

近代日本の地方制度の特徴を生み出す原点は,

｢国の地方行政と伝統的な町村の地方自治が融

合｣ することにある｡ その起点となったのは����年の戸籍法, それにつづく����年の太政官
布告による ｢大区小区制｣ だとされる｡ そして,

日本の地方制度においてはこの旧来の町村単位

に設けられた区がやがて一般目的のための地方

末端行政区画に発展していく｡ 同時に, その融

合した末端行政組織の上で ｢市町村優先主義と

市町村横並び平等主義｣ の指向性が築かれたと,

歴史的に説明される��)｡ この説明に引きつけて
いえば, 西尾氏は平成の合併において伝統的な

指向性に別れを告げることになる｡ その理由は

定かでない｡

ところで, ｢小さな自治体｣ について, 西尾
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氏自身は ｢審議と意見表明の権能のみならず,

一定範囲の事務をみずから所掌しみずからの責

任において執行する権能｣ をも持つべきだと提

言をしている��)｡ とはいうものの, 西尾氏の具
体的な提示事項のうち, とりあえず ｢自治体の

創設｣ の観念の確立にとって欠かせないいくつ

かの装置を取り除いてみよう｡ すると, この組

織に正規の議会を置き, その議員を公職選挙法

に基づく直接公選にすることなどから見て, あ

る程度広い範囲の自己決定と, それが広域市を

拘束する度合いを強めるという自治体像が浮か

び上がってくる��)｡ この編成特徴を踏まえると,
制度全体の特徴としては②の機能を強化する性

格の構想だといえそうである｡

ところで, 上述した金井氏の整理は西尾氏と

は違った道筋から, ③の機能に特化した事実上

の ｢小さな自治体｣ 登場の可能性を取り出せる

手がかりを提供する｡ 自律性と活動量に分解で

きる自治であるが, 高い行政水準を求められる

福祉国家のもとにあっては, その自律性と活動

量は二律背反にある��)｡ そこで, 広大な市域を
効果的に統治する必要に迫られた市長体制は,

この目的追求に際して, ｢分権的であっても,

活動量は小さい自治｣ の新たな仕組みを生み出

すという道筋である｡ 戦後日本で自律性よりも

活動量を重視してきた市長体制は, 分権改革下

でもその延長上で活動量の側面を引き受ける｡

その半面で, 広域合併というこれまでにない事

態を前にして, 自律性を市域内の小さな単位に

委ねるという役割分担の戦略は当然１つの理論

的な選択肢として構想しうる｡

この時, 市長体制側が, いくつもある選択戦

略のなかからこの戦略を選ぶとすれば, ２つの

根拠が持ちだされよう｡ 財政上での安価に済む

地域政策, および, 国・県の規制等にしたがう

ことに慣れているものの多様な住民ニーズを調

整する経験に乏しい行政職員の地域経営能力の

限界が, それである｡ この根拠に基づくかぎり,

中心市と周辺市町村の間に境界を設定する理由

は何もない｡ 薩摩川内市の地区コミュニティの

制度は, これらの議論とどのように絡み合うの

であろうか｡

地区コミュニティ協議会の制度は, 既存の諸

組織・団体が加入する協議体組織, その組織の

活動拠点としての施設・地区コミュニティセン

ター, 活動計画を含む地区の将来像を描く地区

振興計画, そして, 各種の学習教室開催など会

員による多面的な活動から構成されている｡ こ

の協議会は, 住民が自発的に創出した仕組みと

は違う｡ 市当局が念入りに準備して, 全市域に

マニュアルに沿うかたちで配置した｡ また, 公

的な性格をも有していて, ����年に制定された
自治基本条例は, ｢第６章コミュニティ活動｣

の中で自治会 (町内会) とともに地区コミュニ

ティ協議会を位置づけている｡ さらに, 市当局

は長期の総合計画の策定に際して, 協議会が作

成した地区振興計画を尊重する責務を負わされ

ている (第��条)｡ そうした文章規定だけでは
ない｡ 市当局は協議会の事務処理をサポートす

るために嘱託員 (コミュニティ主事) を配置し,

組織の運営資金をも補助する (補助基準は世帯

規模のランク, 世帯数)｡ 半面, 市との間に義

務的な関係はなく, いわゆる行政の下請け的な

事務もない｡ 基本条例に協議会の組織構成の定
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めや活動の縛りとなる条項はない｡ したがって,

協議会は自分たちで選択して, ｢やりたいこと｣,

｢やれること｣ を計画し (地区振興計画), それ

の実施を通じて帰属意識を育む地域づくりの組

織体となっている｡

この協議会制度は西尾構想の ｢小さな自治体｣

よりは活動の範囲がかなり広い｡ むしろ, 市当

局から各種の支援を受けているとはいえ, 活動

面の自律性では金井氏の分類に出てくる ｢分権

的であっても, 活動量は小さい自治｣ と親和的

だといえそうに見える｡ この分類の場合, 量を

測る基準しだいで活動量は大きくなったり小さ

くなったりする｡ １つには運営に要する金額で

あろう｡ もし尺度として活動範囲をとるならば,

協議会はその内部に多様な活動領域を抱えてい

る｡ 協議会は近隣住民を総体として加入させよ

うとする町内会 (自治体) と狭い地域ではある

ものの個々人が任意に加盟する各種団体, その

双方を包摂するだけの広がりをもつ小学校区－

多くの場合, 公民館などを利用して種々の活動

が展開されている－に設立される｡ したがって,

その傘下には数多くの集団・団体活動が組み込

まれている｡ これらの自発的な活動をより活発

にするべく, 住民がひんぱんに集まり集団とし

ての意思決定をするのであれば, そこには自治

が存在する｡ その自治が果たして ｢活動量は小

さい自治｣ かどうかは, 活動実態に即して吟味

することになる｡���
住民自治のシステムは, 行政の側がいくつか

の方式から特定の制度を選択しその骨格を定め

たからといって現実に機能するわけではない｡

システムの主要な局面にさまざまな集団・団体

活動を取り込んでいる場合には, それらの活動

の調整・支援 とりわけ活動資金の確保・配

分は, システムの機能を左右する重要な柱とい

える｡ 地区コミュニティ協議会の制度はこれま

で行政が個々の団体活動を直接に支援する方式

であったが, 協議会を通じて住民自身が調整す

る方式へと転換している｡ 行政はこの協議会を

支援する｡

実際の制度がスムーズに機能するかどうかは,

この運営レベルにおける市行政と協議会の取り

結ぶ関係にある｡ とはいえ, 自らが包括的な活

動団体であり, 組織の下す自己決定の１つに計

画権をも保持している組織が展開する活動量お

よび果たす機能の特性を析出し, 評価するのは

容易ではない｡ その検討に際しては, 市当局と

協議会全体が取り結ぶ関係の局面, および, そ

れぞれの協議会レベルの局面とが区別される｡

まずは, 前者から吟味する｡

薩摩川内市の平成��年度当初予算は総額���
億円である｡ その中に, 協議会を構成する自治

会に対して����万円の補助金が組まれている｡
それとは別建ての地区コミュニティ協議会に対

する支援項目は次のようである｡ 嘱託員である

コミュニティ主事の人件費 (��人分, ����万円),
組織運営への補助金 (����万円), 個別活動に
関する補助金には２つのタイプが用意されてい

る｡ 市が決める要件を満たす活動に支給される

項目 (���万円) と, 協議会が自己の活動構想
に基づいて要求する項目 (���万円) である｡
これらは問題なく協議会に対する支援費目とで

きる｡ 次の２費目は, 支援費と見なすことに異

論が出るであろう｡ １つは活動の拠点として使

用しているセンターの維持管理に要するサービ

スの費用である｡ 大部分の協議会は自己が指定

管理者となって管理作業を遂行している (����

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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万円)｡ もう１つは身体が不自由な高齢者や障

害者がスムーズに出入りできるようにエレベー

タを設置する費用である (１億����万円)｡ これ
ら２項目を除外した支援の予算は総額１億����
万円で, 予算総額の���パーセントに相当する｡
これが小さいか大きいかは, 金額からは判断で

きなかろう｡

薩摩川内市は住民にもっとも身近な自治会

(町内会) よりも空間的に広い小学校区に, 新

たな地区コミュニティ協議会の制度を配置した｡

それにより, 協議会は地縁型の組織と自発性に

基づいて結成された集団 (アソシエーション)

が共存する組織となる (図３)｡ これらの各団

体・集団はこれまでの活動を継続するのである

から, 協議会の活動としては, 連絡活動, 交流

活動, 広報広聴活動, 外部団体との折衝・交流

などになる｡ 中でも特に重要な活動はその地区

についての発展計画 (地区振興計画) づくりで

ある｡ 編成原理の異なる組織が実現させたい要

求を持ち寄り, それらを練り合わせて１つの計

画にまとめ上げる｡ 設定目標に向けて参加メン

バーがそれぞれの立場から協力する｡

市当局は協議会におけるメンバー相互の ｢協

働｣ を多面的に支援する｡ 住民の組織運営の負

担を軽減するために, 事務処理を担うマンパワー

を配置する｡ 組織運営費を補助するだけでなく,

新しい活動に踏み出そうとする事業には直接に

資金援助をする｡ さらに, 課題が大きくて協議

会の能力を越えているケースは, 積極的に市の

総合計画に盛り込む｡ ここからは, 市当局と協

議会との間にも密接な ｢協働｣ が取りだせるが,

その土台には住民が自己の地区を熟知するとい

う理由だけでなく, 住民の能動的な地区への働

きかけを通してアイデンティティの深化が期待

されている｡ その第一歩が明確にされた要求で

あり, それを協議会の力で解決するプロセスが

次ぎにくる｡ 市当局は自己をその側面支援者と

位置づけている｡

一方で会員の要求を自力で解決し, 解決でき

ない課題を市当局に持ち込む協議会は, 大きく
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分ければ管理部門と活動を展開する部会の二層

編成をとる (図４)｡ 部会を構成するのは活動

の内容あるいは掲げる課題が類似の団体である｡

総合的に活動する地域づくりの組織編成からは

活動の量は見えないが, かなり高い密度の活動

が要求される｡ というのは, 事務局体制の充実

に向けて, 嘱託員を配置するだけではなく, 会

員が���戸以上の協議会には, ���万円の事務運
営の補助金を出している｡ 多くの協議会は, そ

れで臨時の職員を配置したり, あるいは, 会長

がかなりの額の手当を受け取り, とりまとめの

事務を担ったりする｡ いいかえれば, この制度

を機能させる上で, 相当量の事務処理が見込ま

れているわけである｡

新たに創出された組織が活発な活動で地区住

民をその組織に引きつけることができれば, そ

こが新市としての一体性を築く基盤になると,

市当局は期待する｡ このため, 地区コミュニティ

協議会は市域全体に配置されるし, 補助金の支

給基準も全市共通である｡ 年４回開催される協

議会会長会議及び連絡

会も全市の集まりに力

点が置かれている (旧

４町１村では, それぞ

れに協議会会長の集ま

りが開かれている)｡

この時, 協議会の活動

対象が相当に限定され

た範囲に押さえ込まれ

るならば, それは結局,

規模を拡大した町内会

(自治会) に終わり,

かつての周辺市町村に

暮す住民たちは, 旧市

町村時代に存在した身

近な決定権に対する喪失感を穴埋めできないこ

とになろう｡ 逆に, 対象範囲が広く, 大きな活

動量が推奨されるならば, 大きな自治の可能性

が発生し, そこに地区の特性を持ち込める余地

が生まれるであろう｡ その一方で, これらの可

能性や余地を汲みだす能力は, 規模が大きくて

体制を整備できる協議会, あるいは専門的な知

識を備えた人材を擁する協議会, つまり市街地

やその郊外の組織が有利である｡

市域内に発生する協議会間の格差について,

市当局はどのように対処しているのであろうか｡

年間����万円ではあるが, 市予算に新しい事業
と取り組む協議会に対する補助金が組まれてい

ることからして, 活動面でより大きな量を目指

しているのが分かる｡ しかしながら, 経常的な

補助金の支出基準は, 世帯規模に応じて支給さ

れており, 結果的には規模の大きな協議会に配

慮する性格になっている｡ こうした制度的な性

格をもった地区コミュニティ協議会の活動実態

を個別の組織に即して見ていこう｡
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(出所) 川薩地区法定合併協議会 『薩摩川内市 まちづくり計画』 ����年��月,��ページ｡

部会(例)※自由に
設定できる 活 動 内 容 (例)

自治会活動部会 ・自治会活動推進事業
・コミュニティセンター管理運営事業 等

総 会

青少年育成部会
・青少年育成事業と人権学習
・子ども会活動推進事業
・地区パトロール事業 等運営委員会

健康福祉部会
・高齢者福祉事業 ・障害者福祉事業
・スポーツ活動事業 ・福祉ネットワーク事業
・健康づくり事業 ・子育て支援事業 等

役 員 会

環境整備部会
・地区内一斉清掃事業 ・ごみ減量・分別収集
・環境保全事業 ・公害対策事業
・交通安全対策事業 等

事 務 局

地域づくり部会

・社会教育の振興 ・男女共同参画の推進
・地域産業の振興 ・まちづくり活動との連携
・イベントの企画・実施・文化財・郷土芸能の
保存・伝承 等



����������������������
薩摩川内市の地区コミュニティ協議会の制度

は, 第��次地方制度調査会の提案する地域自治
組織 (一般) の３つの機能に当てはめると,

｢住民の意向を反映させる機能｣ よりも ｢行政

と住民等が協働して担う地域づくりの場｣ の性

格がより強い制度に見える｡ その半面, ｢協働｣

の性格を検討すると, 西尾構想および金井氏の

自治整理から導かれる ｢分権的であっても, 活

動量は小さい自治｣ もうまく当てはまらない｡

協議会としての年度ごとの意思決定は市当局の

態度拘束を主眼になされるわけではない｡ また,

組織内には多様な団体活動が存在しつつも, 財

政面でいえば分離型でないからである｡ つまり,

市町村域内で展開される協議会の制度は, ２つ

のタイプ区分の一方に属するとはいえない｡

地区コミュニティ協議会の特質究明は容易で

はない｡ 可能なところから一歩一歩進めていか

ざるを得ない｡ その手がかりは協議会の活動を

記した２種類の資料である｡ １つは年次総会に

出される決算・予算書および毎年の活動報告・

当年度計画である｡ もう１つは, ４年ごとに作

成される地区振興計画である｡ 前者は協議会運

営の充実ぶりや協議会の活動量を知らせる｡ 後

者の計画からは地区の目標像や活動特性の相違

が取り出せる｡ 薩摩川内市の制度特徴の１つは,

市当局がこの地区振興計画作りに大きな労力を

割く点である｡ ここでは, 財政面から見た活動

量の相違が協議会相互の間に一定のタイプ別活

動特質を生み出していないかどうかについて,����年度決算を利用して吟味する｡

薩摩川内市が����年度に総合計画の下期基本
計画策定に向けて実施した各階層へのアンケー

トは, 地区コミュニティ協議会会長も対象者に

含んでいる｡ ある会長は, 年４回開かれる会長

会議・連絡会について, 次のような意見を表明

している｡ ｢合併により行政範囲が広くなった

が旧川内市と山間部の町村とは考え方が違う｡

旧川内市, 旧４町, 甑の３つのグループに分け

たらどうだろうか｡｣��) この意見が主張される
現実的な根拠を２種類の資料に見いだせるであ

ろうか｡

大小の規模格差が大きい��の地区コミュニティ
協議会は組織構造においてはかなり共通してい

るものの, 活動規模に関しては相当のバラツキ

が見られる｡ それを前提にして, 協議会が住民

自治の拠点機能を引き受ける点で旧川内市と周

辺市町村の間に特徴ある活動パターンの違いが

取り出せるかを, 検討する｡

財政面から地区間の活動の差異を析出する際

に, 世帯数の多い地区は財政規模も大きいため,

予算総額を比較しても意味はない｡ したがって,

地区が市からの経常補助金以外の資金をどれだ

け確保しているかを財政的な自律度を見る尺度

にする｡ とリあえずの目安として, 市運営補助

金が歳入総額の半分未満であれば積極的に活動

する地区だと仮定しよう｡ この基準を当てはめ

ると, 旧川内市は活発な地区が多い (��地区の
うち��地区)｡ だが, 旧東郷町 (５地区), 祁答
院町 (５地区) は全部が活発な地区である｡ そ

の他の旧市町村は活発な地区が少なくなってし

まう｡

つぎに, 住民に対する求心力の強さを見る尺

度として協議会の世帯拠出金を尺度にした場合
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に, どのような傾向が見られるであろうか｡ 年

間の会費が����円 (月当たり���円) に満たな
いのは求心力の低い地区, ����円以上が強い地
区と区分してみよう｡ 旧東郷町, 祁答院町はど

ちらも５つのうち４つが高い地区に属する｡ 旧

周辺市町村のうちで低い地区は, 本土側には旧

入来町の２地区だけで, 残りは甑島の６地区で

ある｡ この指標の場合, 注目されるのは旧川内

市に低い地区が７カ所も出現するばかりか, そ

のいずれもが新市建設計画で都市ゾーンに位置

づけられた地区である｡

次いで, 会長手当が大半を占める役員手当を

指標にして, 地区における協議会の社会的な地

位の高さおよび役員の多忙さに対する住民の評

価を測ることにしよう｡ ���万円を超える役員
手当を支出しているのは, 旧川内市で１カ所,

旧祁答院町に３カ所, 旧東郷町は５カ所全てで

ある (このうち, 旧東郷町の全地区と祁答院町

の１地区は, ����年度まで協議会が雇用する臨
時職員を配置していなかった)｡ 市当局に事業

申請して補助金の獲得を積極的に目指すことは,

市と ｢協働｣ してコミュニティ活動を盛んにす

る取り組みである｡ そこで, この４年間, 地区

コミュニティ活性化事業の対象に１度も選ばれ

ていない地区を取り出してみると, ３地区あり,

いずれも甑島に位置している｡ １度だけ補助金

を受けている５地区のうち３カ所は旧周辺市町

村にある｡ ここには一定の傾向がみられ, 事務

局態勢の強弱によって説明がつくように思われる｡

予算から見るかぎり, 旧中心市と周辺市町村

という区分であれ３つのゾーン分類であれ, 部

分的な傾向は認められても, 明確な活動類型の

差異は取りだせない｡ 財政関係の指標に基づく

かぎり, 旧東郷町と祁答院町に位置する協議会

は住民に影響力のある活発な活動を展開してい

る｡ だが, 合併時における旧中心市との位置関

係から見るかぎり, ２つの市町村の性格は異な

る (直接の隣接町村と外縁町村)｡ それゆえ,

２つの旧町に存在する協議会の活躍が何に基づ

くものかも, 予算面の吟味からは明らかになら

ない｡ 地域の特色とそれと向き合う協議会の取

り組み方が検討されなければならない｡ それを

探る手がかりは地区振興計画である｡���
地区コミュニティ協議会は自治基本条例の第

６章 ｢コミュニティ活動｣ に登場する｡ しかし

ながら, 協議会の制度は, 対象となる活動領域

の広さと計画権の保持という点で, 一般のコミュ

ニティ組織との違いが際立っている｡ 協議会に

付与されている計画権は, 自力で解決する活動

対象だけではなく, 協議会の解決能力を超える

課題についても計画編成することが認められて

いる｡ 市当局は総合計画の策定に際して, 地区

振興計画に掲載されている事業を尊重する責務

を負っている (自治基本条例)｡

各協議会はこの計画権をいかに使用するのだ

ろうか｡ 包括的な計画の策定を認められている

だけに, そこには客観的な地区構造とともに地

区住民の価値関心も反映する可能性が高い｡ こ

の点に着目して, 地区振興計画の具体的な事業

には住民の価値関心が一定程度盛り込まれると

仮定する｡ そこから, 計画内容を分析して, 協

議会の特性と地域特性の絡み合いを探る｡ その

検討に際しては, コミュニティに対する社会学

的な分析装置を用いる｡

地区コミュニティ協議会制度は行政区域内の

分権システムとして, 合併前の周辺市町村に住

む住民が抱える喪失感の穴埋めを効果的に果た
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せるのか｡ 仮にそれを効果的に果たせても, 市

長体制の企図からすれば十分ではない｡ あえて

地域自治組織とは別種の制度を導入したのは,

それら周辺住民への対応と同時に, 一挙に大き

く広がった市域の一体的な管理という積極的な

戦略がそこには込められている｡ 地区振興計画

の事業はこれらの点を吟味する素材を提供して

いると, ここでは仮定している｡ 検討の冒頭で,

地区振興計画と住民関心の対応関係について整

理しておこう｡

地区コミュニティ協議会は, そこに住む全て

の人々に関係する活動とともに, 特定の活動企

画に興味をもち参加する人々の活動をも抱えて

いる｡ 地区振興計画は, それらの人々から見て

望ましい将来像をそれぞれに持ち寄り, 調整し

て１つの絵として描かれる｡ ここで, 人々の願

望の受け皿となる計画はあまり制約を受けない

オープンな容器である｡ その一方, 描き手の住

民は多様である｡ 地区の暮しに伴って生じる住

民共通の関心さえも住民構成に応じて変わる

(例えば, 住民の構成が比較的に均質な地区と

多様な職種で構成されている地区)｡ このタイ

プ区分とは別に, 周辺市町村の住民にとっては

大きく損なわれたかつての政治ルートに代えて,

地域政策について発言できる機会としての期待

が大きいはずであろう｡ 容器の側に制約はない

のであるから, この機能を果たすルートは開か

れている｡ ��の地区振興計画はこれら雑多な要
因に基づいて持ちだされた事業で構成されている｡

まずは, 検討地区の選定である｡ 結論から言

えば, 旧川内市の市街地にある�地区 (����世
帯), 同じく旧川内市に属するものの郊外住宅

地的な様子が顕著な�地区 (����世帯), 外縁

市町村の内でも不便な位置にある�地区 (���
世帯), そして甑島の中にあって１支所１地区

コミュニティ協議会の組み合せの�地区 (���
世帯) が事例地区として選ばれた｡ 隣接市町村

の地区を含んでいないのは残念であるが, �地
区の計画はある部分でその空白を埋めてくれる

であろう��)｡
つぎに, 分析手法を説明する｡ 狭い区域の日

常的な共同行動をもっぱら処理する町内会 (自

治会) については, 長い研究蓄積があり, 調査

を積み重ねて築かれた分析手法が存在する｡ と

ころが, 自治会とアソーシエションの活動が入

るうえに, 地区のインフラストラクチャー関連

の事業まで含めた計画権を保持する協議会は,

対象の性格が明白に異なる｡ その計画の分析装

置として, 自治会研究のために練り上げられた

分析手法をそのまま利用すれば, 分析に齟齬を

きたす懸念がある｡ こうした点に留意はするに

しても, 活動実態の面で見れば協議会活動は自

治会と大きく重なるため, 自治会分析で用いら

れる因子分類の手法は有効な武器となろう｡ 実

は, 本稿が利用する宮脇豊氏の事業区分は, 薩

摩川内市の協議会に対する現地調査を踏まえて,

菊池氏らのオリジナルな手法に一定の修正が加

えられている (親睦因子→親睦因子＋われわれ

感情因子, 経営因子の追加)｡ その修正により,

包括的な地区コミュニティ協議会の機能を識別

する手法により適した装置になっている｡

長年, 実態調査に携わってきた菊池氏らによ

れば, コミュニティ活動は４つの因子 (問題処

理, 親睦, 施設管理, その他) によって支えら

れている��)｡
それに対して, 親睦因子に含まれる伝統的な

経 済 学 論 集 第 �� 号

―��―��) これらの地区の選定は,後述するように,先行研究 (宮脇氏の修士論文)のデータとの接続を重視したためである｡��) 菊池美代志・江上渉, ����年, ��ページ｡



祭礼は, 団地などの夏祭りとは違って, 地域ア

イデンティティを高める作用が強いと, 宮脇氏

は見る｡ したがって, われわれ感情因子を独立

させるわけである｡ また, 彼は経営因子を新た

に付加する｡ その理由は, 協議会会長などへの

インタビューにおいて, 彼らが異口同音に地域

経営の重要性を語る事態を経験するからである

(表３)｡ 修正・付加された因子はどのコミュニ

ティ活動においても見いだされる因子とは限ら

ない｡ だが, この２因子は, 地区振興計画が自

治会レベルのコミュニティ活動計画と異なるこ

とを際立たせる因子である｡ 当然, 両者の違い

は活動の評価軸にも及ぶ｡ 自治会に焦点を合わ

せる菊池氏らは問題処理型事業を最重要活動と

見なす｡ これとは対照的に, 地区振興計画は経

営型事業, われわれ感情型事業を十分に盛り込

めるようにしている点にこそ, 薩摩川内市の企

図が明瞭に出ている｡

地区コミュニティ協議会はこれまでに２度,

地区振興計画を作成している｡ １度目は協議会

の結成時である｡ ２度目は����年である｡ 個々
のグループの活動実態を踏まえていたとはいえ,

新しい制度作りは一般の人々にとって大仕事で

ある｡ 協議会の設立と並行して, 地区の人々は

これまでに経験のない地区振興計画を作成した｡

そこからして, 第１期計画はそれぞれ, 地区の

住民たちにしてみれば身の丈よりも大きすぎた

り小さすぎたりした蓋然性が高い｡ ３年間の活

動実績を踏まえて作成された第２期計画は, 自

分たちの願望や実行可能な事業を第１期計画よ

りも冷静な目で盛りつけることができる｡ した

がって, 第２期計画を中心に分析し, この間の

活動の変化を取り出す際には第１期計画をも利

用しよう｡���
国は旧周辺市町村に住む住民の不安や種々の

懸念を顧慮して, 複数の域内における分権の仕

組みを導入した｡ その導入は対等に新合併市を

築くという理念とは整合しないため, 地域協議

会 (一般) を除けば過渡的な性格を帯びざるを

得ない｡ 国とは違って, 薩摩川内市は市域全体

にわたり, 市と自治会の中間に新たな自治組織

を設置した｡ その空間単位において種々のコミュ

ティ活動を１つにまとめ, 活動量を大きくした

組織を誕生させることは, 自治の機能を高める｡

その協議会は, また４年ごとに地区振興計画を

作成する｡ この計画作成は, 協議会を構成する

諸部会の行動計画およ

び地区の将来像・課題

の解決策についての意

志表示 (さらに, その

取り組みを通じてのア

イデンティティの醸成)

という２つの側面を備

えている｡ 高まった自

治機能の下でどのよう

な将来像を描くかは,

地域構造および住民の
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事業名 事業の主な種類

①問題対処型事業 交通安全, 防犯・非行防止, 青少年育成, 防火・防災
消費・資源回収, 福祉, 生活改善に関する事業

②親睦型事業 お祭り・盆踊り, 運動会・体育大会, 文化・学習
地区内外での交流に関する事業

③施設管理型事業 施設維持整備, 環境美化, 清掃・衛生に関する事業

④経営型事業 産業活性化, 生産, 販売に関する事業

⑤われわれ感情型事業 祭礼, 伝統行事, 町並み保存に関する事業

(出所) 宮脇豊 『現代社会におけるコミュニティの現状－薩摩川内市を事例に－』
鹿児島大学大学院人文社会科学研究科修士論文(未公刊), ����年３月,��ページ｡



協議会に対する価値関心により地区ごとに異な

るのではないか｡ この点を確かめるのが本小節

の課題である｡

先に説明した４つの地区の第２期地区振興計

画を宮脇氏の手法に従って整理し, まとめたも

のが表４である｡ 事業総数を較べれば, ともに

外縁部にある�地区と�地区が最大値と最小値
をとる｡ 世帯数, 財政規模ともはるかに大きい

旧中心市の２地区は中間の値をとり, それらの

指標が計画の事業数を左右する要因でないこと

が分かる｡ 地区の課題と

いう点では, �地区以外
はどこも人口を大きく減

らしている｡ しかるに,

明示的にそれに対処する

事業はどの地区でもほと

んど見いだせない (例外

は, �地区が提案するア
パートなどの低料金化を

進める事業)｡ 地区振興計

画の作成で企図された経

営型事業, われわれ感情

型事業は, それほど多くな

い｡ 外縁部の２地区が相対

的に比重を高くしている程

度で, むしろ, �地区の経
営型の突出が目立つ｡ つぎ

に, 個々の事例区の計画を,

第１期計画との対比も交え

ながら検討する｡

中心市街地に位置する�
地区は商業活動に特化して

いると同時に, 住民は長年

住み続けていて帰属意識も

強い｡ それにもかかわらず, われわれ感情型事

業はゼロである｡ それはこの地区を代表する行

事が全市的な行事になっていて, 地区主催でな

いからである (大綱引き, 大花火大会)｡ 計画

事業の総数は第１期と変わらない｡ その構成は,

親睦型, 施設管理型が大きく減り, 経営型を大

きく増やすという顕著な変化が見られる (表５)｡

それは衰退が進行する商店街に対する危機意識

の現れである (昼夜の集客方法の検討など)｡

とはいえ, 協議会が活性化取り組みで主導権を

発揮するほどの意欲は見られない｡ 市全体にとっ
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(単位：項目数, ％)

Ｓ地区 Ｋ地区 Ｔ地区 Ｍ地区

問題対処型 ��(����) ��(����) ��(����) ��(����)
親睦型 ��(����) ��(����) ��(����) ��(����)
施設管理型 �(����) ��(����) ��(����) �(����)
経営型 ��(����) � (���) � (���) � (���)
われわれ感情型 � (���) � (���) � (���) � (���)
事業総数 �� �� �� ��

(出所) 独自に作成

注) 第１期地区振興計画との継続性を確かめながら作表していて, 確認
できなかった事業をいくつか除外している｡ このため, それぞれ元
の計画に掲載されている事業数よりも少なくなっている｡

�� ���������������������������
(単位：項目数, ％)

Ｓ地区 Ｋ地区 Ｔ地区 Ｍ地区

問題対処型 ��(����) ��(����) ��(����) �(����)
親睦型 ��(����) ��(����) ��(����) �(����)
施設管理型 �(����) ��(����) ��(����) �(����)
経営型 � (���) � (���) � (���) �(����)

われわれ感情型 � (���) � (���) � (���) � (���)
事業総数 �� �� �� ��

(出所) 宮脇豊 『現代社会におけるコミュニティの現状－薩摩川内市を事例
に－』 鹿児島大学大学院 人文社会科学研究科修士論文(未公刊,����年３月, ��, ��, ��, ��ページを組み合せて, 一部修正｡



ての重要な位置を占めるだけに, 戦略的な課題

は権限のある上位組織を当てにできる事情を反

映している｡ その結果, 親睦型事業の比重が相

対的に高くなっている｡

Ｋ地区は郊外型の住宅が多く立ち並ぶ半面,

複合型の大型商業施設や医療機関などもあり,

他地区から訪れる人々でにぎわっている｡ 新規

に流入した人が多いこともあって住民同士のつ

ながりは弱く, 自治会への未加入者も多い｡ こ

の地区の事業では防火・防水・防犯などの活動

に典型的に見られるように問題処理型事業と,

急速に都市化が進む中での生活環境を整備・改

善する事業 (施設管理型事業) が高い比重を占

める｡ この地区の����年度予算の規模は���万
円に達している｡ 管理組織も整備されていて,

各部会は, 女性部 (��回), 保健福祉部 (��回)
などに見られるごとく, 活動の量としてはずい

ぶん活発である｡ しかしながら, 活動全体をな

がめれば, 主に自治会タイプの活動が計画に掲

載されている｡ 第２期計画を第１期と較べた時,

事業数が大きく減少している｡ 第１期の活動は

住民に過大な負担をもたらした可能性がある｡

ここで注目されるのは, われわれ感情型事業が

３つも減っている点である｡ 郊外型の都市化す

る地区において連帯感を育む事業を進めるのが

難しいことを示している｡

外縁部に位置する�地区は, 地元小学校がす
でに��年前に廃校になっていて, 高齢化 (��パー
セント) が進む小さな協議会である｡ 協議会へ

の拠出金は世帯当たり����円と多額であるが,
納付率は��パーセントである｡ ���万円の予算
から��万円を会長手当てに支出する｡ この地区
の計画は４事例のうちでもっとも事業数が多い｡

第２期地区振興計画は, 第１期よりも８事業増

えていて, 事業分野が施設管理型に集中する特

徴がある｡ それらは大部分が農地整備, 林業活

性化のための道路整備であり, 産業振興のため

の基盤整備である｡ 直接の経営型事業は５つと

少ない｡ 経営型事業に上がっている事業はいず

れも願望的な表現になっていて, 実施に向けた

具体計画になっていない (第１期計画に記載さ

れている無人の農産物販売所もまだ実施段階に

入っていない)｡ 要するに, �地区, �地区と
対照的に, 地区の将来像・課題の解決策を強く

押し出した計画になっている｡

甑島の�地区コミュニティ協議会は同じく外
縁部にあって, 客観的な社会構造などは�地区
と類似している｡ しかしながら, １支所・１協

議会の地域編成になっているため, �地区とは
計画内容が明らかに違う｡ 計画の事業総数はそ

れほど多くない｡ 第２期計画は第１期よりも５

事業増えているものの, 自治会が主に取り組む

とされる問題処理型と親睦型で増やしている｡

施設管理型と経営型を担ってくれる支所の存在

が大きい｡ とはいえ, 今後は次第にわれわれ感

情型事業を拡大していかざるを得なくなるであ

ろう (小規模校の存続に向けたウミネコ留学制

度の充実)｡��の協議会の中には, 経営因子とわれわれ感
情因子が結びつき, 大規模な公園作り事業や特

産品の生産・販売を手がける地区もいくつか現

れている｡ ここでは, それら積極的な地域づく

りに従事している地区ではない４地区の地区振

興計画を検討した｡ 旧中心市にある規模の大き

い地区は, それぞれの地区住民の活動関心と自

己の能力を勘案して, 特定の分野に活動重心を

おく傾向がある｡ これに対して, 外縁部の２地

区の場合, 経営型事業, われわれ感情型事業は

重要な柱となっている｡ とはいえ, 少子高齢化

の進展により, 長年続けてきた行事・文化の維
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持が精一杯のように見える｡ ここでは, 支所と

協議会の区域が一致する�地区と, 支所が別の
場所にある�地区の相違が目につく｡�地区の場合, 計画に掲載されている事業か
らは自治会に近い姿が見える｡ �地区は産業振
興の観点からハード整備事業を多く掲げる｡ そ

れらは地区の能力を超える課題であり, 協議会

会長は市当局と接触の際には実現を求めるであ

ろう｡ �地区のような路線は住民の関心・能力
に見合った事業計画を立てて推進する旧中心市

の協議会会長たちからすると, 協議会のあり方

や性格が異なるように映る｡ 彼らが違和感を覚

えるとしても, それは合併により従前の政策要

求ルートを失う不安を強く表明した旧周辺市町

村の住民たちに対処する方策として, 構想の段

階から協議会制度に埋め込まれた要素そのもの

である｡

薩摩川内市は西尾氏の構想する公的な拘束力

を強める自治制度の方向を選ばずに, 全体とし

てみれば範囲という点で大きな活動量を抱える

組織と地区振興計画の自己決定を組み合わせた

自治制度を全市域に創出した｡ 地域ごとに異な

る活動関心を盛り込んだ自治組織は, 多面的な

活動を展開している｡ その結果, 合併後の市行

政にはあちこちで不満の声が聞かれても, 住民

は新市が創設した住民自治の制度を, 第２節冒

頭で示したごとく, 使い勝手のよい制度として

評価している｡� �������������������������������������������年分権改革を貫く指向性は ｢融合・統合｣
を内容とする総合化である｡ とはいえ, 不利地

域にある小規模な市町村と地方の中心市の合併

を企図する平成の合併においては, 合併後の一

体的な自治体経営という観点からすれば, 別タ

イプの総合性が求められる｡ 国の促進策は, 最

後までその総合性の重要さに気付くことはなかっ

た｡ この点で, 分権の ｢受け皿｣ として推進さ

れた平成の合併は, 構想と促進措置の両面にお

いて基本的な弱点をはらんでいるのではないか｡

財政的締め付けなどあらゆる手段の動員によ

り小規模な市町村に現状離脱を迫ることはでき

ても, それらの市町村が中心市との広域合併に

向う保証はない｡ 複数の独立した政治主体が１

つに合体するには双方ともメリットを感じるこ

とが要件となる｡ これに関して, ２つの合併タ

イプが区別される｡ 中心市を含む広域合併と近

在の類似した市町村同士の合併である｡ 近在の

市町村との間には数々の親和性が見いだされる

一方, 中心市とのケースだと, 類似性よりも異

質性が強い｡ 何よりも, 自己の政治的な独立が

実質的に消失する (少なくとも関係者にはそう

観念される)｡ したがって, 外縁地域に位置す

る小規模な市町村による中心市との合併の選択

には, この不利さを穴埋めするほどの発展の見

通し, あるいは十分な対応措置が求められる｡

もちろん, 他方の当事者である中心市にとって

の利害得失も重要な協議事項である｡

平成の合併における構想および促進措置のな

かに, それだけ強力なインセンティブが用意さ

れていたであろうか｡ もし用意されていなくて,

広域合併を進めようとするといかなる事態が発

生するのか｡ 旧川内市が関係した合併協議に即

して検討する｡

合併は当該市町村にとって最大の政治であり,

多くの人々が関係する｡ とりわけ, 平成の合併
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の特徴の１つは, 合併を巡る態度決定に際して

たびたび住民を直接参加させる方式が採られた

ことである｡ これは合併論議の行方を著しく不

透明にさせる｡ 少数の政治代表者たちが態度決

定者である場合には, 国の政策意図は曲がりな

りにも理解される｡ そこでは, 主に自分たち政

治家の命運と地元のこうむる政治・経済的な損

得の比較考量などまだしも答えを出しやすい論

点が扱われる｡ これに対して一般の住民が加わっ

た議論になると, 決定要因は大きく拡散される｡

ところで, 平成の合併が落ち着きを見せてい

る今日の段階で, 人口１万人未満の市町村は���カ所も残っている｡ 数多くの広域合併を生
み出し総合行政の網を全国に張り巡らそうとし

た西尾氏は, この到達点をどう見るのであろう

か｡ 西尾氏としては, 原因の大半は, 国の政治

家が構想を十分に練り上げる時間を与えずに

｢やみくもに｣ 合併をスタートさせたこと, お

よび, 後に提案した域内分権の ｢小さな自治体｣

を諸勢力が ｢著しく使い勝手の悪いもの｣ にし

てしまったことに求めるだろう��)｡ だが, それ
は合併結果をもたらした主要な原因であろうか｡

逆に, 西尾氏の構想や国の促進措置をみれば,

中心地と外縁地域の小規模な市町村の双方が抱

える自治体特性の違いを橋渡しする仕掛けは見

いだせない｡ それがなければ, 中心地と外縁地

域の合併協議はどんな展開になるのであろうか｡

薩摩川内市は複雑な合併協議を経て, ９市町村

の合併により誕生した｡ ここでは, 旧川内市と

その周辺に位置する市町村の合併協議の展開を

取りあげよう｡����年５月��日に旧入来町と祁答院町におい
て, ５町 (他の３町は宮之城町, 鶴田町, 薩摩

町) による法定合併協議会設置を求める住民投

票が実施された｡ その年の２月に９市町村によ

る合併調印がなされ, 県知事への廃置分合申請

は終えている｡ その後に実施された住民投票の

結果は旧入来町 (賛成����票, 反対����票),
祁答院町 (賛成����票, 反対����票) となり,
わずか��票差で設置要求は認められなかった｡
これほどまで複雑な展開となった川薩地域の合

併協議は, 鹿児島県が提示した４つの合併パター

ンのうち最大集合の��市町村で構成される ｢合
併に関する情報交換会｣ として, ����年２月に
始まった (表６)｡ この��市町村は最終的に,
薩摩川内市, いちき串木野市 (串木野市, 市来

町), さつま町 (宮之城町, 鶴田町, 薩摩町)

と, ３つの合併市町村を誕生させる｡

スタートから１年経ち情報交換会が合併勉強

会に格上げになった際, 後にさつま町を構成す

る３町と祁答院町が離脱する｡ ����年８月に協
議会設置に向けた準備会に衣替えする段階で市

来町が抜ける (祁答院町は途中から復帰する)｡

川西薩任意合併協議会はわずかに２カ月で法定

合併協議会へと発展解消している (この時, 下

甑村が離脱する)｡ その後, ����年７月に川薩
法定合併協議会が設置され, 合併時まで２つの

法定合併協議会の併存状態が続く｡ これは, 選

挙により交替した串木野市長と議会の態度が分

かれた状態に陥ったことへの対応であった｡ 串

木野市が復帰する道を残したまま, 合併協議を

進行させる路線が採用されたわけである｡ こう

した運営上での工夫を取り入れても, 旧川内市

との合併に魅力を認めない市町村を引き止めは

できない｡ それら市町村の離脱の理由は明白で

ある｡ 川内市との彼我の落差は著しく大きい｡
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その一方, 類似した市町村同士の合併であれば,

政治力の強弱という相違は程度の問題に過ぎず,

ある程度の影響力を行使する余地は残る｡ しか

も, 合併促進政策のメニューに掲げる財政措置

も享受できるからである｡

後者の道への誘引を超えるメリットを, 中心

地・周辺市町村のタイプは提示できるのか｡ 確

かに周辺市町村は中心市の高い財政力を当てに

できる｡ けれども, 逆に, 中心市の財政上のパ

ワーが引き受け能力を限定する｡ 中心市がそれ

ほど大規模でなく, 受け入れ市町村の数が多く

なると, この体力的な限界の問題が表面化する

(そして, 西尾構想の企図する広域合併はこの

ケースに相当する)｡ とりわけ, 条件不利地域

にある小規模な市町村は, サービス水準こそ高

くはないものの, 量的には濃厚なサービスを提

供する高価な政府である｡ それだけに, 中心市

との合併は周辺市町村の住民の目には由々しき

サービスの低下と映る｡ 合併協議では負担調整

というやっかいなテーマを回避できない｡

西尾氏は双方の調整がいかに困難であるかを

十分に認識しているが故に, 中心市に向って

｢みずからにとっての損得を離れて｣, 周辺の市

町村を受け入れるよう要求する｡ とはいえ, 西

尾氏自身は中心市に ｢道義的な責任｣ を押し付

けるだけで具体的な対応策を打ち出すことはな
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鹿児島県市町村合併推進要綱に
おける川薩圏域の合併パターン

Ｅ
Ｄ

Ａ Ｃ Ｂ

合併
関係
組織名・
活動期間

川

内

市

樋

脇

町

入

来

町

東

郷

町

里

村

上

甑

村

下

甑

村

鹿

島

村

祁
答
院
町

宮
之
城
町

薩

摩

町

鶴

田

町

串
木
野
市

市

来

町

合併に関する情報交換会����年２月～同年��月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合併問題勉強会����年３月～同年８月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○

川西薩地区任意合併協議会設立準備会����年８月～同年��月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ × × × ○ ×

川西薩任意合併協議会����年��月～同年��月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ×

川西薩法定合併協議会����年��月～����年��月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × ○ ×

川薩法定合併協議会����年７月～����年��月 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × ×

合併後 薩摩川内市 さつま町 いちき串木野市

※凡例：○：参加 △：途中参加 ×不参加

(出所) 古川英利 『地区振興計画と合併時の市町村建設計画－広域合併から生まれた住民自治の新局面－』 鹿
児島大学大学院人文社会科学研究科修士論文(未公刊), ����年３月, ��ページ｡



く, ｢中心市への編入を躊躇｣ する周辺市町村

を後押しするために, ｢小さな自治体｣ を提案

するにすぎない��)｡ それでは, 協議離脱しなかっ
た周辺の市町村は, 大勢が中心市との合併に納

得していたのだろうか｡ そうではない｡ とりわ

け, これまでさつま町を構成する３町と結び付

きが深かった入来町, 祁答院町は揺れ続ける｡

揺れるのは本土側にとどまらない｡ 甑島のもっ

とも外側に位置する下甑村も激しく揺れる｡ ２

カ所の運動体が掲げる主張は, ３町との合併か

単独での存続かという全く別タイプの選択では

あるものの, どちらも中心市・川内市との合併

を選択しない点に着目すれば共通した動きとい

える｡ 個別市町村の内部における合併論議に着

目しよう｡���
平成の合併における特徴は住民の直接参加の

突出である｡ その大部分は非都市域で起きてい

る｡ 実際, 川薩地域でも活発であった｡ この現

象に注目する研究はいくつも発表されている｡

その主要な研究関心は二元代表制という決定シ

ステムにとっての難問, あるいは個別の政治決

定に民意を反映させるルートの確立といった普

遍的な自治のテーマと結びついている｡ 本稿の

関心焦点は, それと違い, 小規模な市町村を中

心市と合併させる合併の目的にとってのインパ

クトにある｡

この切り口から見れば, 首長→議員→一般住

民と態度決定の範囲が広がるにつれて, 団体自

治を拡充する前提としての行政体制の整備, お

よび, 合併の場への引出し役を演じた財政上の

締め付けは, 次第に合併の背景へと退く｡ 代わっ

て前面に出てくるのは, ある程度のサービス量

を残してくれるという期待を含めた中心市との

合併か, それとも, 慣習的な文化様式面で親和

性のある類似した市町村同士の合併 (最悪の場

合は単独での存続) か, という対立図式である｡

川薩地区におけるごとく, 中心市が関係市町

村に判然と分かるほどの合併の経済的なメリッ

トを提示できない場合には, 別な合併構想を組

み立てる動きが起き, 協議会から離脱する勢力

が発生する｡ この時, 協議会に残った市町村は,

迷わずに合併に向けて突き進むかといえば, そ

うではない｡ 市町村の内部に中心市との合併と

は違った組み合せに共鳴するグループが現れて,

態度表明への直接参加を求める｡ 川薩地区の外

縁部でも目立った動きは起きた｡ とはいえ, ど

こででも現れるわけではない｡ 住民の直接参加

の要求は, 当該の市町村で二元代表制そのもの

が円滑に機能していない場合に顕在化する｡ そ

の際, 住民による態度決定を求める動きは, 狭

義の住民投票だけを手段とはせず, 通常の自治

制度のルートをも利用して, その政治意志を表

示し続ける｡ したがって, 制度としての住民投

票だけに着目すると, 合併を巡って首長, 議員

と住民, そして住民同士の間に生じている亀裂

の深さを大きく見損なうことになろう｡

ここに, 住民投票に際して国の掲げる合併目

的がほとんど投票の基準になっていない事例の

報告がある｡ 鳥取県米子市の隣にある日吉津村

は人口����人の近郊農村である｡ 村であるのに,
大きな企業の立地に助けられて村税が歳入の��
パーセント, 地方交付税は４パーセント弱しか

ない｡ 財政的に恵まれた例外的な村であるが,

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―��) 西尾, ����年, ���ページ｡



本稿の着目点はその特殊な地位ではない｡ また,

隣接する中心市との合併の是非だけが選択肢で

あって, 川薩地域のように別の組み合せグルー

プとの引っ張り合いもない｡

この村は住民投票の４カ月前に合併に関する

住民アンケート (回収率は�����パーセント)
をとり, それ以前から自治体の現状調査をも行っ

ている｡ この調査結果については, ����年��月
の住民投票の前に説明会を開いている｡ アンケー

トの項目には合併に対する意向の他に, 次のよ

うな質問も含まれていた｡ 合併の判断にとって

特に重視するテーマは何か｡ 回答項目のうち団

体自治の拡充と関連する ｢役場の窓口業務｣ が

第４位, 合併への駆り立て役である ｢財政問題｣

は第２位にきている｡ そして, 第１位 ｢高齢者

福祉・介護｣, 第３位 ｢ゴミ処理・リサイクル｣

となっている｡ ここからは, 提供される公共サー

ビスの方式や量を重視する住民の姿が取り出せ

よう｡

また, アンケートは合併判断の方法を尋ねて

いる｡ その答えを見ると, 議会による判断���,
村長による判断���パーセントにとどまるのに
対して, 住民投票����, 住民の十分な話し合い����パーセント, 住民アンケート����パーセン
トである｡ 合併の選択に関して, 住民がいかに

強く自分たちの態度表明の機会を求めているか

が分かる｡ この合併問題の発端は, 米子市と淀

江町が設置を進めていた法定合併協議会に参加

する方針を議会が固めたことである｡ 議会主催

の住民懇談会において住民から厳しい意見が相

次いだため, 当時の議会は協議会への参加議案

の上程を見送っている��)｡ この村の場合, 自治
体経営はしっかり自己点検されているけれども,

国の方針の是非は主要な論点とならず, 住民レ

ベルでは結局のところサービス水準を維持する

財政能力が判断材料とされている｡

住民の直接参加は川薩地域だけで活発だった

のではなく, 鹿児島県下の全域においても同様

な傾向が見いだせる｡ 住民投票を実施した全国

の総件数は���件であるのに対し, 鹿児島県内
だけで��件に達している｡ 鹿児島県地方自治研
究所はその実態を調査している｡ 調査によれば,

実施段階の特徴は, 法定協議会への参加前が８

件, 法定協議会における協議途上の実施が��件,
協議が終了し新市町村建設計画を策定した後に��件となっている｡
つぎに投票実現を主導した主体ごとに分類す

ると, 合併特例法に基づく６件は, 当然のごと

く住民である｡ ところが, 独自条例による住民

投票に関しては, 住民主導は５件にとどまり,

議会主導も２件で, 残りの��件は首長主導であ
る (その他が２件)｡ この整理を踏まえて, 研

究所の調査は, 投票を必要とする首長側の事情

が実施件数を増加させた｡ また, 投票結果もほ

とんどがその時点での首長の意向に沿うもので

あった, と結論づけている��)｡ 鹿児島県下の事
例を見れば, もともとは民意とかけ離れた態度

決定を行なう二元代表制への対抗措置として導

入された住民投票が首長によって局面打開の手

段へと転用された様子が浮かび上がってくる｡

日吉津村の場合は, 二元代表制に強い不信を

抱く住民が十分な情報を収集したうえで, 合理

的に選択する機会として住民投票を行なってい

る｡ 鹿児島県下の実施例は, 首長がもともと自

己を含めた二元代表制に向けられた攻撃手段を,

逆に自己に有利となるよう局面打開するための
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武器としてしたたかに利用する実態を示す｡ こ

のいずれも, 住民投票の果たす役割の一面をと

らえている｡ とはいえ, これらは外縁地域の小

規模な市町村が中心市との合併の際に喚起され

る直接参加の激しい衝動に対する説明力をあま

りもたない｡

上述のごとく, 合併をめぐる住民の深い亀裂

は住民発議, 住民投票のルートのみならず通常

の政治制度上にも現れる｡ これらを全て対象に

して, ����年��月に川西薩任意合併協議会 (川
西薩任意協と略記) が設置されてから薩摩川内

市が誕生するまでの２年間に行使された意思表

示の機会を整理する (表７)｡ 新しい現象とし

ての住民発議 (直接請求) ��回, 住民投票４回
(串木野市は, この時期よりも後の����年１月
に議員提案の住民投票を実施) であり, 活発な

動きといえる｡ しかしながら, この時期には,

市町村長選挙��回 (そのうち無投票が４回),

補欠選挙まで含めた市町村議員選挙��回 (同じ
く４回) が行なわれている｡ そればかりか, 下

甑村では議員解職請求と投票まで実施されてい

る｡ 串木野市, 市来町は川薩地区とは別個に都

市的な政治共同体をめざした展開であるから,

ここでの考察から除外しよう｡ すると, 入来町・

祁答院町の本土外縁部, 下甑村を中心とした外

縁部の甑島が直接参加ムーブメントの焦点に浮

かび上がってくる｡

まず, 本土側の祁答院町であるが, 一時的に

宮之城町, 鶴田町, 薩摩町といっしょに合併を

検討していたが, 川西薩任意協が設置される直

前に当初の協議会に復帰した｡ それ以後, 住民

から繰り返し宮之城町, 鶴田町, 薩摩町のグルー

プに加入するよう求められる (第１回目は,����年��月の住民発議, ��月に祁答院町の議会
が否決, ����年に住民投票で否決)｡ 第２回目

は, ����年２月に合併特例法第４条２に基づい
て, 対象に入来町を加えた５町に対して直接請

求がなされた (３月に祁答院町の議会が否決,

５月の住民投票で２町とも否決)｡ その間の����年��月に入来町の住民が５町による法定協
議会の設置を求めて直接請求したが, 祁答院町

の議会は付議していない｡

つぎに下甑村を中心とする甑島の経緯を簡潔

に概観しよう｡ 当時の下甑村長は����年��月ま
で甑島内の合併を模索していた｡ 彼がその努力

を継続するために提案した補正予算案を議会は

否決し, それを受けて, 村長は辞任した｡ この

政治的空白により, 下甑村はこの間に移行した

川西薩法定協への参加を保留する｡ 年末の村長

選挙で広域合併を進める意志の新村長が当選し

たものの, 議会は川西薩法定協への参加を盛り

込んだ補正予算を２度にわたり否決する｡ ����
年１月に川西薩法定協への参加を求める署名集

めをはじめていた住民グループは, 議員解職請

求に切り替え, ３月にリコールの本請求が行な

われた｡ ５月の住民投票により広域合併に反対

する７議員全員が失職した｡ ６月に補欠選挙が

行なわれ, 広域合併派が多数となる｡ ７月に,

なおもねじれ状態が続く串木野市の状態への対

応や下甑村の加入など考慮して, 川西薩法定協

を休止させ, 串木野市を除いた川薩法定合併協

議会を新たに設立する｡ ����年１月に下甑村,
上甑村, 鹿島村で合併特例法第４条２に基づく

同一請求が出された｡ ３村とも議会が否決した

ため, 住民投票の手続きに移行したが, 鹿島村

で請求に必要な人数を集めるのに失敗した｡

中心市と外縁部の市町村の合併には, これほ

ど執拗で頑強な抵抗が存在する｡ 抵抗する勢力

が訴えるのは, およそ団体自治の拡充の是非な

どではない｡ これまでの生活・文化様式が著し

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―
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２
０
０
２

10 川西薩任協発足
●
□補

11 □ ▲

12 �������� ● ● ▲

２
０
０
３

1 ▲ ●
2
3 まちづくりフォーラム提言 ▼ ◆

4 統一地方選挙 ○■ ■ □ ■
○
■

■ ■
●
■

■
○
■

5 まちづくりシンポジウム開催��������� ★
●
■

▲

6 ■補
7 ������� ▲ ▲

8 市町村建設計画原案広聴会開催

9 ●
■補

▲

10
11 ◆
12 市町村建設計画決定 ▲

２
０
０
４

1 住民説明会 ▲ ▲ ▲

2 ������ ○
■補

▲ ▲

3
4 県知事へ合併申請

5 ■
◆

●
□補
◆

6 合併県知事決定

7 コミュニティ協議会説明会総務大臣合併告示
8
9
10 合併

市町村長選挙 [投票●�無投票○] � � � � � � � � � � � �
市町村議会選挙[投票■�無投票□] � � � � � � � � � � � � � �
住民発議 [▲] 直接請求日 � � � � � � �
住民投票 [◆] 投票日 � � �
議員解職請求 [▼] 請求日 �
議員解職投票 [★] 投票日 �
※網掛けは住民発議の手続き期間 (直接請求日～関係市町村からの回答または投票日)
※まちづくりフォーラムは､ 市町村建設計画策定に際して設置された住民代表��名による川西薩法定合併協議会の附属機関｡����年�月の提言を基に市町村建設計画が策定された｡
※まちづくり広聴会は､ 市町村建設計画原案に対する説明と意見聴取を合併協議会事務局が実施｡ ����年８月��日から約１カ
月��会場で開催され参加者は����人｡
※住民説明会は､ 合併協定の内容を説明するため､ 各市町村主催が同時に実施｡ ����年�月��日から約��日間 (��会場) 開催
され参加者は����人｡
(出所) 古川英利 『地区振興計画と合併時の市町村建設計画－広域合併から生まれた住民自治の新局面－』 鹿

児島大学大学院人文社会科学研究科修士論文 (未公刊), ����年３月, ��ページ｡
�������

��������



く変わったり, 都市部優先になって公共サービ

スの面で放置されるのではないかという恐怖感

である｡ これらの懸念に依拠して, 確固とした

組織と呼べない集団が当該地域の二元代表制の

下す方針に対抗案を提示する｡ しかも, 短期間

にきわめて大きなエネルギーを要する政治活動

を繰り返し組織する｡ もっとも, 合併を推進す

る側は, 現実の厳しい局面を強調して衰退傾向

からの転機だと呼びかけ, 旧来政治の勢力配置

までも置き換えてしまう��)｡
ここで衝突するのは, 旧い価値の維持と新し

い力への期待であろう｡ 保守の側には, 慣れ親

しんできた人々の結びつき・生活関係・文化様

式の大切さを訴える｡ それは肌に染み込んでい

るだけに住民に説得力がある｡ だが, 今より先

の地域や自治体経営がどうなるかには答えられ

ない｡ これに対して, 合併を推進する側は, 多

くの住民にとって不安で一杯の新しい自治体経

営について説明しなければならない｡ その際,

中心市との付き合いはあまりなく, 実績で説得

する手法がとれない｡ 説明の拠り所は, 全ての関

係者が集まって策定する新市建設計画しかない｡������������������������
市町村合併は困難な政治課題である｡ 半面で,

合併はきわめて頑強な既存の行政機構をリスト

ラチャリングする好機でもある｡ 合併が統治機

構の肥大化に終わるのか, あるいは社会の新し

い要請を受けとめる行政再編へとつながるのか｡

その鍵の１つは, 直接の関係者たちが合併を外

圧と受けとめるか, それとも自己の発展主題と

見なすのかに, あるように思われる｡ 政治が混

迷を深めれば深めるほど中心市の合併の位置づ

けが問われよう｡

実際, 条件不利地域の小規模な市町村と中心

市という特定の組み合せによる広域合併の場合

は, 数の多さそれ自体の問題, 異なる生活・文

化様式の接合といった要因が加わり, いっそう

難しくなる｡ いかにして農村的な暮しをする住

民たちに遠く離れた中心市との合併を納得させ

るか｡ 地方に立地する中心市の多くは, 財政上

の大判振る舞いをするだけの余裕を持たない｡

平成の合併を構想・推進する人たち (キーマ

ンである西尾氏ら) がこの事態を掌握していな

いはずがない｡ 推進策として打ち出される制度

改革や対処策は, 主として役場職員が担う現場

の実務とどの程度に接合あるいは乖離を引き起

こすのであろうか｡ 著しく高い財政力をもたな

い中心市が合併を自己の都市的発展のなかに溶

け込ます努力と国の分権改革の重なりはさほど

大きくない｡ むしろ, 合併を機に多様な住民利

害を１つの制度で吸収しようとする現場の努力

が行政制度に改変をもたらす｡ それは, 国の分

権改革の ｢受け皿｣ とは別タイプの総合化の登

場を意味する｡

平成の合併は, 広域合併する市町村にとって

分権改革による自治システムの変容をはるかに

上回る変革を生み出す可能性をはらんでいた｡

しかるに, 改革の制度設計を担った諸委員会の

人たちは, 自己が設定した目的関心からしか合

併をとらえず, 大がかりな改革へと波及させる

だけのコンセプトを構築できなかったため, そ

の機会をやり過ごしてしまった｡ この事態を招

いた原因には, 平成の合併が国政レベルの政治

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―��) 鹿児島県薩摩半島に位置する諸市町村の合併をめぐる複雑な展開については, 森永満郎氏のたんねんな取材
調査がある｡ 森永, ����年, ����年｡



家の主導で登場したという経緯, および一連の

改革構想作りのキーマンとして携わった西尾氏

の ｢分権・分離｣ 主義に対する思想的なこだわ

りが深く絡み合っていそうである｡ 前者の作用

については, すでに西尾氏自身が繰り返し発言

しているのだから, ここでは後者を取りあげよ

う｡

合併に際しては, 市町村の自治が多角的に見

直される｡ 平成の合併は市町村を総合行政体に

仕立て上げようとする分権改革の ｢受け皿｣ と

して登場した｡ この時, 分権改革が強く指向す

る総合行政は, 市町村自治の一面しか扱ってい

ないことが明らかにされねばならない｡ ①既述

のごとく, ����年の分権改革は, 行政事務の執
行に際しての国・自治体の融合と各団体レベル

で各種の行政分野を広く包括する統合を組み合

わせた体制を築く改革である｡

金井氏は, 行政の現場にはこれと別の総合行

政の使われ方があると指摘する｡ ②たとえば重

大な出来事あるいは課題が持ち上がった際, い

くつかの部署が共同でそれに対処するケースを,

行政の現場では総合行政と呼ぶ｡ 縦割りの管轄

を越えて諸事務を結合する ｢総合化｣ である｡

当該自治体にとって何が適当かに関する自主的

な政策判断は, ｢自治制度上の 『総合性』 とは

全く別のものである｡｣��) ③さらに, 合併に独
自な課題として, 旧市町村ごとで異なるサービ

ス提供・事務処理の手法を統一する作業が不可

欠になる｡ 通常, 一体化と呼ばれる取り組みは

既存の事業のリストラクチャリングを含む点で

総合性を築く取り組みからはずせないであろう｡

以上の３つの総合化のうち, 分権改革が制度改

革として市町村レベルで重視するのは, もっぱ

ら全ての事業部門にそれぞれ専門の担当者を配

置するフルセット装備型の総合行政, つまり①

の局面である｡

一連の制度改革において, 中枢にいる西尾氏

が突き進んだ足跡は, 必ずしも分かり易いもの

ではない｡ 当初, 地方分権推進委員会は, 説得

力のある合併推進の理由を国民によく分かる,

新しく導入される専門性の高いサービスに求め

ようとした (フルセット型行政整備の必要性)｡

丁度, 導入準備が進んでいた介護保険に目を付

けたが, 標準とされる規模があまりにも大きす

ぎて断念している��)｡ 合併協議がピークを迎え
た時期には, すでに介護保険料が徴収されてい

たが, 逆に, 一般に地方の都市部が高額で周辺

部は低かったため, 深刻な負担調整の対象になっ

ていた��)｡
第��次地方制度調査会は, 旧市町村単位に地
域審議会を設置する答申を出し, 第��次地方制
度調査会は地域自治組織を答申する｡ 地域審議

会は首長の諮問に応えること, および, 当該地

区の発展についての建議に役割が限定されてい

た｡ 地域自治組織は住民の発意に基づいて設立

を請求する｡ また, 西尾氏はそこに議会を設置

して直接公選により議員を選ぶ方式を想定して

いた｡ その ｢小さな自治体｣ は, 量的な大きさ

が不明であるとしても, 一定範囲の事務を所掌

し, みずからの責任において執行する権能をも

有する｡ この時, 設置の対象は地域審議会と同

じく編入された地区であり, 導入の意図として
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ページ)｡



は, ｢旧町村単位のアイデンティティと自治の

気概を残す方策｣ と語られている��)｡ そうした
当初の構成要素を勘案すると, ｢小さな自治体｣

は自律性の高い小さな自治＝｢分権・分離｣ 型

の姿を浮かび上がらせる｡ ここには, 長年, 西

尾氏が携わってきた米国の行政研究の影響が色

濃く投影されている��)｡
｢小さな自治体｣ の思想的, 実体的な淵源探

しとは別に, 西尾氏の描く合併構想には２つの

問題が含まれている｡ １つは, ����年分権改革
がめざす ｢融合・統合｣ 体制との乖離にどう折

り合いを付けるのかであり, もう１つは, その

案が当該地区に受け入れられたとしても, 新た

に誕生した市の一体性を妨げる点である｡ 後者

についていえば, 昭和の合併でも類似の対処法

が存在した｡ 編入された市町村単位に選挙区を

設定したケースである｡ これを調査した今井照

氏によれば, 合併前に ｢合併に対する 『不安』

解消策という機能は果たすものの, 合併後 『地

域自治』 の確保や強化につながるという現象は

みられない｡｣��) もちろん, 議員の選出単位と
自治の制度設置を同一に論じるのは危険であろ

う｡ とはいうものの, 導入の契機は同じであり,

もし地域の自治を象徴する場になるほどの権限

を保持させるならば, 逆に合併とは何かが, 改

めて問われよう｡

前者に関しては, 事態はより深刻である｡ も

し期限をつけずに地域自治組織 (一般) を広く

認めるのであれば, 当初から合併を推進せずに,

特例町村制を促進すべきではなかったのかとい

う疑問は残ろう｡ さらに, 出発点にまで立ち返

れば, ｢融合・統合体制｣ は日本の国民を強く

とらえる指向性であり, お家芸ともいえる合併

を投入すれば新しい事態に適合した再編を実現

できるとの理解が西尾氏にはあったはずである｡

｢小さな自治体｣ は合併促進の諸方策が有効性

を発揮しない事態を前にして, 目的に少しでも

近づける苦肉の策として打ち出されたと見られ

る｡ そこには, １つの市域内に横並び主義を突

き崩す例外措置を持ち込むのもやむなしの姿勢

が見える｡ だが, もっと ｢融合・統合体制｣ と

整合的な手法はないのだろうか｡

薩摩川内市の地区コミュニティ制度はこの２

つの難点をクリアしている｡ それだけはなく,

総合性の②と③の側面を積極的に結びつける点

に特徴が見られる｡ その制度導入と合併準備の

絡みを検討し, ②と③についての工夫が合併市

の新規取り組みを決定的に左右することを検証

しよう｡���
薩摩川内市の合併構成は平成合併の目的と合

致する｡ しかるに, 国の合併措置はこのタイプ

の合併を重点的に支援する内容にはなっていな

い｡ 財政上の締め付けという ｢脅迫｣ がもっと

も効果的に市町村の決意を引き出せるという事

実は, 自主的な合併を掲げる西尾氏らをいらだ

たせる｡ だからといって, ｢分権・分離｣ 型の

組織を組み込めば自発的に中心市との合併を決

断する市町村が増えるようにも見えない｡ それ

ら市町村の住民は, 公共サービスや自分たちの

関係する活動の量に関心があるからである｡

ところで, 平成の合併を構想の面でリードす

る西尾氏には一方の当事者である中心市の行動

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―��) 西尾, ����年, ���～���ページ｡��) 米国における自治体の編成実情については, 山田, ����年, ��ページ以下を参照のこと｡��) 今井, ����, ���ページ｡



指針に当たるものは見いだせない｡ 中心市は

｢編入を希望する周辺町村をすべて受け入れる

道義的な責任｣ を負うだけではなかろう｡ 数多

くの市町村が結集する広域合併において一体的

な新市づくり, 効果的な行政態勢, これらに関

して主導権を握るのは, 実質的に中心市, もっ

と絞り込めば, その行政職員であろう｡

実は, 新設市が分権の受け皿の機能を果たす

以前に, 準備段階における②と③に関する取り

組みにおいて, 中心市はその行政能力を試され

る｡ 同時に, 合併過程および誕生した当初の市

政進展は, 総合化を構成する３つの側面の相互

関連を明らかにする｡ 平成の合併は, もっぱら

規模拡大による専門的な事務処理の態勢づくり

を求めた｡ しかしながら, 財政的な ｢脅迫｣ に

よる外圧でより大きな組織の下への統合は果た

せるにしても, 合併が内在的な主題にならない

かぎり, ②と③は合併の前面に登場してこない｡

川薩地区の合併協議に即してこの点を吟味する｡

合併を目前にした����年８月末に, 初期の勉
強会の段階から事務局長を勤めてきた田中良二

氏が地元新聞のインタビューに答えている｡ そ

こでは, 合併後の新設市がすぐさま取り組むテー

マに ｢大胆な行政改革｣ と ｢新設する横断的な

地区コミュニティ制度｣ を挙げている (｢月曜

談話室�そこが聞きたい｣ 『南日本新聞』 ����年
８月��日号)｡ 彼は, 薩摩川内市の誕生によっ
て遂行される②と③の柱を端的に語っている｡

とはいえ, 総合化を構成する３つの側面の関連

は視野に入っていない｡ また, 川内市にとって

の今次合併の意義に関しても明言はされていな

い｡

まず, 合併が ｢外圧｣ として降り掛かってき

た難題ではなく, 川内市発展の主題と位置づけ

られていたことの確認である｡ 国から提供され

る主な支援策は, 一回きりの財政援助と合併特

例債に過ぎない｡ 規模の大きくない中心市にとっ

て外縁地域の高価な市町村の受け入れは重たい

負担となる｡ それでも, 中心市が受け入れ拒否

をせず, しかも新設市の住民に ｢夢と希望｣ を

語りうるとすれば, 物理的な都市発展とセット

で住民の社会生活を再構築するケースであろう｡

薩摩川内市に即していえば, 当時, 旧川内市は

地方拠点都市としての発展と合併を結び付ける

客観的な環境が生まれていた (高速交通網の整

備など)｡ そして, 市長体制は, その環境の出

現に照応して地域と行政の運営スタイルをも組

み替える合併を, 市政の主題として内在的にと

らえた｡ 実際, 途中, 政治の動きが事態をどれ

ほど錯綜させようとも, ２年半も前に作成され

た日付付きの合併工程表を守り通す期日管理の

姿勢のなかに, その傍証を見いだせそうであ

る��)｡
さらに, 当時の中心人物の証言を引き合いに

出そう｡ 当時の川内市長によれば, 選挙前の串

木野市長が大規模な広域合併に特に熱心であっ

た｡ 当初, 森氏はどちらかといえば, 都市的な

発展に比重をおいた都市連合型を想定してい

た��)｡ 途中, 串木野市の離脱により都市的発展
の比重が落ちる戦略変更を余儀なくされようと

も, 広域合併は市長体制にとって堅持される主
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題であり続けた��)｡ もし合併を国から押し付け
られた外圧, あるいは逆に, 財政支援錯覚に依

拠した箱もの整備の好機ととらえるようであれ

ば, ②と③は, 市政の舞台に登場するのが困難

になるのではなかろうか｡

つぎに, 合併と総合化の３タイプの関連であ

る｡ 全市町村が対象の権限移譲は, 県と当該市

町村の協議で決まる｡ 鹿児島県の文書には, 権

限を��万都市には自立的な, まちづくりのため
に可能な限り一括して移譲する, との文言が見

える｡ 合併は事務執行の態勢の目安になるとは

いえ, 合併がなくとも協議が整えば移譲は実施

される｡ また, 権限移譲は②あるいは③との相

互の結びつきも強くない｡ 薩摩川内市の場合,���件の事務移譲が予定されており, ����年ま
でに���件がすでに実施済みである｡ 県の移譲
プログラムは����年から始まっているわけで,
合併が終わった時点よりも後で協議が着手され

たことになる｡ 権限移譲が遅れたからといって,

市政や行政態勢に大きな停滞が生じたりはして

いない｡ 移譲されれば, すでに編成されている

行政機構に新たな部署が付加されるだけである｡

②と③の取り組みに関しては, かなり事情が

異なる｡ その種のプログラムは, 通常の事務執

行体制の下では制度に蓄積された分厚い壁には

ね返される確率がたいへん高いけれども, 合併

はそれらを現実の市政の舞台に押し出す好機と

いえる｡ それと同時に, それらの総合化を実現

する過程において両者は複雑に絡みあう｡ 地区

コミュニティ協議会制度を事例にとって, 絡み

合いの実像を描いてみよう｡���
住民の自治には政治選択および地域の日常運

営・将来像に関する自己決定の２種類がある｡

薩摩川内市の誕生は２種類の自己決定がどちら

も活発に行使されるケースである｡ この２種類

の自己決定は, 行政にとってまったく性質が異

なる｡ 後者に関する自治はある時点で意思決定

をしたからといって, そこから自動的に円滑な

運営がまわりはじめるわけではない｡

確かに, 地区コミュニティ協議会は, 地域審

議会あるいは地域自治組織と違って, 住民にな

じみのある制度として定着している｡ それが定

着を見ているのは, 行政が合併検討の当初から

慎重に構想・準備し, 市当局の側でも住民の活

動に対応するべく行政組織を組み替えたからで

ある｡ そのプロセスの要所要所で, 行政は②と

③の総合性を発揮しなければならない｡ さらに,

その円滑な運営のためには, 住民の多様な要求

を共同して受け付ける総合的な担当部署が恒常

的に行政組織に組み込まれることが重要であろ

う｡ 表面は大きく波立っている政治情勢の下,

同時に組織内部においてもある種の騒々しさが

つきまとうにもかかわらず, これらの体制づく

りは着実に進められた｡����年��月, ｢身近なコミュニティの場に
『共働』 と 『参加 (意思決定)』 の仕組みを構築

する｣ ことを目標とする鹿児島県の研究会が報
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―��―��) いかにして１つの市政を築くかは, 合併検討の早い段階から市長体制の最上位目標であった｡ それには膨大
な作業が伴う｡ 合併検討のプロセスとしては, すでに任意合併協議会の設立期に専任職員��人の事務局を立
ち上げている｡ 合併調印後の����年４月から��月の合併までの最終的な準備期には, 専任の職員��名 (併任
を会わせると総員���名) を配置して����項目の調整に当たった (川薩地区法定合併協議会, 第��回会議録)｡
人口��万人規模の合併に際して, これだけの陣容を配置するのは珍しいケースのようであるが, それでも事
前に調整が完了しない重要項目もいくつか残った｡



告書を発表した｡ 報告書では ｢地域の多様な主

体が連携・協力し, 地域に必要なサービスを提

供｣ する仕組みのいくつかが紹介されている｡

報告書によれば, 機運の醸成や推進態勢の整備

からはじめて, 緩やかにステップアップしてい

くことで共働型社会が近づくとされる��)｡ 果た
して, この報告書は市町村の縦割り型行政と噛

み合う議論になっているのであろうか｡ この疑

問が生じるのは現代の日本おいてコミュニティ

の活動は必ずしも住民の自立した活動といえな

いからである｡ 地区コミュニティ協議会設立の

ポイント整理を通して, 報告書が見ていない住

民・行政関係を検討する｡

第��次地方制度調査会答申が出た直後の����
年��月��日に, 第��回川薩地区法定合併協議会
が開かれている｡ 合併協議会は内容の固まった

地区コミュニティ協議会と国の地域審議会・地

域自治組織を比較検討している｡ 田中事務局長

の説明によれば, 本庁コミュニティ課の新設,

および支所の部署である地域振興課の総合機能

化により, ｢地域自治組織制度以上の効果が事

実上期待できる｣ となる��)｡ ここからは, 西尾
氏の発案になる地域自治組織の制度が主に政策

決定を担う ｢分権・分離｣ 型 (役員たちは無報

酬) であるのに対し, 地区コミュニティ協議会

は協議会の運営スタイルおよび市行政の対応部

署の組織編成とも ｢融合・統合｣ 型の制度であ

ることが見えてくる｡ それゆえ, この協議会は,

性格の面から見れば����年分権改革を貫く指向
性と整合的な制度であると同時に, 従来の市行

政のサービス体制からは大胆な転換を引き出す｡

この転換を生み出したのは, 一言でいえば, 余

裕のない合併市の財政である｡

都市規模も大きくなく, 財政がそれ程潤沢で

ない中心市は, 一方で自己の負担能力を客観的

にみきわめる努力を重ねつつ, 他方において外

縁地域で噴出する不安・反発に対処するために

合併の目玉づくりに取り組まねばならなかった｡

客観的な状況から大型の施設建設は論外であり,

選ばれたのはコミュニティ政策であった｡ けれ

ども, 今日の行政は多岐にわたってコミュニティ

政策に関与している｡ 当初の川西薩任意合併協

議会は参加市町村からコミュニティに関係する

部署を集めて調査研究チームを結成したが, メ

ンバーは��名に達した｡ 調査を起点にした制度
発足・地区振興計画の策定までの経過は表８に

まとめられている｡

地区の諸活動と発展に責任を負う住民の自治

組織づくりというアイデアを現実に機能する制

度として定着させるには, 何が市行政に必要と

なるだろうか｡ 市行政の負う任務は, 大きくは

住民へのさまざまな支援と行政内部の編成替え

の２つに分けられる｡ 一方, つくられる制度に

も, 順次型 (安芸高田市) と一斉型 (伊賀市)

の２つのタイプがある｡ 創設準備期に担当者で

あった古川英利氏によれば, 薩摩川内市の事例

のような一斉型は, 行政主導になりがちという

弊害をもつ半面, 地区間の相互連携や行政との

共働を進めやすい��)｡
住民支援を取りあげると, 資金面は別にして

も, すべてを行政に任せサービスの受け手役を

演じていた住民たちに, 自分たちの力でサービ

ス運営する手ほどきが必要となる｡ また, 市か

ら個別に出されていた補助金が一括して交付さ
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れ, 協議会は予算書を作成して, それらの使用

先・額を決めなければいけない｡ さらに, 協議

会は住民自治の機能中心の役割を引き受け, 地

区振興計画を策定する｡ 制度発足と同時に, こ

れら全てを自分たちの手に委ねられても, 住民

たちは混乱するだけである｡ 市当局は事務をサ

ポートするコミュニティ主事 (嘱託) を配置す

るだけではなく, 新設のコミュニティ課に, 当

初は個々の地区を担当する職員��名を配置した｡
ここでは, 合併に伴う組織のリストラクチャリ

ングの機会が効果的に利用されている (とりあ

えず１年間, 協議会の活動を起動させる任務に

就いた担当職員は, 住民が活動を習熟するにつ

れて, その数を次第に減少させていく)｡

行政内部の編成替えに関してもっとも注目さ

れるのは, コミュニティ課の創設そのものであ

る｡ 地域に, 住民が展開する各種の活動を統括

する組織が設置されれば, そこからは活動・運

営に付随するさまざまな問題や要求が持ち上が

り, その対応要求が市行政に持ち込まれる｡ ま

だ未分化のまま持ちだされる案件・要求を既存

の縦割り行政とうまく噛み合わせ, 効果的に対

処していく道筋をつける部署がコミュニティ課

である｡ これは従前からあった総合的な事務の

処理方式－ある重大なでき事に対して関連する

部署が集まり共同して対処策を講ずる方式－を

市行政の組織内部に組み込んだことになる｡ 薩

摩川内市はタイプ②の総合化を臨時的な方式か

ら市の恒常的な事業スタイルに転換したわけで

ある｡ ����年分権改革は ｢融合・分立体制｣ を
｢融合・統合体制｣ に移行させることを目標に

している｡ その改革は改革目的を市町村レベル

にまで貫徹しようとするのであれば, ｢脅迫｣

的に合併を促進するよりも薩摩川内市が地区コ

ミュニティ協議会制度を定着させるために採用

した工程・手法を強力に普及すべきではなかっ

たろうか｡

ここで小節の冒頭に言及した鹿児島県の研究

会報告書の提言に立ち返ろう｡ 機運の醸成やゆ

るやかな共働のステップアップの中から生まれ

る近隣自治組織を用いた ｢地域内分権｣ は, ２

～３のモデル地区づくりは別にして, 行政組織

の強固な膠着性からして, 合併などの大変革期

でないかぎり本格的な登場はなさそうに思われ

る��)｡ 実際, 薩摩川内市の場合も誕生当初こそ
財政的な地位の転落を眼前にして, 行財政改革

で一定の成果をあげた｡ とはいえ, 合併から日

時を経るにつれて, 新市建設計画や行政改革大

綱で自分たちが掲げた人件費抑制などの目標値

を達成できていない｡ ����年から全国的に推進
された ｢集中改革プラン｣ に関する県下の取り

組み状況をみると, 起点の期日設定しだいで達

成度の数値が大きく異なる点に留意は必要であ

るとしても, 非合併である隣の阿久根市は目標

を���パーセント達成している｡ これに対し,
薩摩川内市は��パーセントにとどまり, 鹿児島
県下の全市のうち最低の進ちょく率に甘んじて

いる��)｡ この市は行政改革を数値指標で測るな
らば, 断じて改革のトップランナーなどではな

い｡ けれども, 広域合併の準備の中で発揮され

た最大の ｢創意工夫｣ である地区コミュニティ

協議会は住民の間に定着している｡
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―��―��) 包括的な住民自治をサポートする行政側の仕組みづくりは, 薩摩川内市においても難問だらけであった｡ 当
時の担当者によれば, なかでも越え難い難題と思われたのは, 教育委員会の系統下にある公民館活動と市長
部局の自治振興課が扱ってきた自治会活動という縦割りの溝であった (古川, ����年, ��～��ページ)｡��) ｢集中改革プラン 鹿児島県内市町村職員����人減｣ 『南日本新聞』 ����年１月��日号｡



最後に, ����年分権改革と平成の合併が結び
つくなかで生み出された住民自治の２類型につ

いて整理しておこう｡

｢融合・統合｣ 型に属する薩摩川内市の地区

コミュニティ協議会は, なんでも抱え込める事

業活動, 調整・決定, 予算配分といった諸側面

を保持する｡ この制度は住民が自己責任で従事

する活動の範囲と量を増やし, 対応する市行政

にも新方式を採用させた｡ 双方の結びつきは従

前よりも格段に総合化されたシステムになって
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�� ��������������������
時期 段階 地区活動 川西薩任協・川西薩法定協・川薩法定協・薩摩川内市����年��月 川西薩任協発足 ●協議会事務局に, コミュニティ政策調査研

究プロジェクトチームを設置��月 川西薩法定協発
足

●協議会事務局に市町村建設計画の素案を検
討するまちづくりプロジェクト会議を設置
し, 下部組織としてコミュニティ部会を設
ける����年

７月 川薩法定協発足
●協議会事務局に, 関係市町村の自治振興担
当課長と事務局職員で構成する地区コミュ
ニティ調整会議を設置

８月 まちづくり広聴
会開催

●地区コミュニティ協議会制度を含めた市町
村建設計画原案の意見広聴会の開催 (��会
場�����人参加)����年��月 市町村建設計画

決定
●地区コミュニティ協議会制度を含めた市町
村建設計画の決定����年

１月 住民説明会開催
●地区コミュニティ協議会制度を含めた市町
村建設計画及び合併協定内容の説明���会場�����人参加�

２月 合併協定調印

４月 合併申請 ●協議会発足・地区振興計画策定作業スキー
ムの検討

６月 知事決定

７月 大臣告示 ●校区・地区への制度説明会開催

８月 ●運営準備組織発足��月 市町村合併

●コミュニティ課設置(地区担当者��名の配置)
●コミュニティセンターに常駐するコミュニ
ティ主事 (��名) の発令●計画策定マニュ
アルの策定����年

４月
●��地区コミュニティ
協議会発足 ●地区振興計画策定のサポート開始��月 ●市へ地区振興計画
の報告

(出所) 古川英利 『地区振興計画と合併時の市町村建設計画－広域合併から生まれた住民自治の新局面－』 鹿
児島大学大学院人文社会科学研究科修士論文 (未公刊), ����年３月, ��～��ページ｡



いる｡ 他方, ｢分権・分離｣ 型といえる西尾構

想に近い地域審議会 (合併特例法), あるいは

地域協議会 (����年改正地方自治法) は, 自治
活性化の源泉となりうるであろうか｡ この両者

は個々には違った要素を含んではいるものの,

包括的な地区コミュニティ協議会から大部分の

機能を取りさり, 機能を地区住民の意見集約・

態度決定だけに限定した組織だといえる｡ この

住民自治の制度は, 日本の地方自治に埋め込ま

れている指向性, および二元代表制と強い摩擦

を引き起こす｡

金井氏の整理を用いれば, 戦後日本の (西尾

氏は明治以降ととらえる) 地方自治は, 自律性

を減らしてでも活動量を重視してきた｡ ここか

ら, ｢分離の方向性を追求しにくい傾向性｣ に

逆らって ｢分権・分離｣ 型に近い制度を持ち込

む場合, 果たして住民たちは肯定的に受容する

のかという懸念が出てくるのは当然であろう��)｡
しかるに, この難点をどう突破するのかに関す

る回答は, 西尾構想のなかに見いだせない｡

もう１つの摩擦は, 意見集約・態度決定に特

化した両制度が直接に議会の役割と衝突するこ

とから生じる｡ 地域審議会・地域協議会が代表

性を強めるほど, また, 協議対象を拡げて住民

生活に密着したテーマを取りあげるほど, そし

て何よりも, それらの意見書や態度決定に対し

て市当局の拘束される度合いが強まれば強まる

ほど, その活躍は公選された議員からなる議会

の機能と直接に衝突する事態となる｡ それゆえ,

住民の間から存在・役割に疑問の声が出たりす

る議会は, 一般に地域審議会や地域協議会の活

発化を抑止する, 少なくとも好まない態度にな

りがちである｡ この難点を打開する方策も, 西

尾構想には用意されていないように見える｡

上述の検討が明らかにしたごとく, 平成の合

併で登場した ｢分権・分離｣ 型に近い住民自治

は, 住民, 議会のどちらから見ても使い勝手の

よい制度とはいえない��)｡ その一方, 議会との
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��) 金井, ����年, ��ページ｡��) ����年２月, 薩摩川内市と同じ頃に ｢分権・分離｣ 型に近い自治組織を導入した２つの市を訪問調査した｡
そこでは, 日本の地方社会において意見集約・態度決定の機能に特化した組織が住民自治の拠点として定着
することの困難さを改めて教えられた｡��市町村の合併により１島１市となった佐渡市は, 全ての旧市町村に地域審議会 (期間��年) を設置して
いる｡ だが, 市長から重要事項を諮問された年度を別にすれば, 地域審議会の開催回数は減少の傾向にある
(全ての審議会の開催総計は����年度の��回以降, ��回, ��回, ��回, ��回である)｡ 市当局は年３回分の予
算を組んでいるものの, 計画回数だけ開かない地域審議会も多く, 住民自治の拠点にふさわしい活動水準と
はいえない｡ 事態打開のため, 国から得たある補助金の使途を決める権限を地域審議会に与える市当局の案
は, 議会から強い抵抗を受けている (２月��日訪問調査)｡
特例市の上越市は合併と同時に編入町村の��区に, そして����年��月からは旧上越市 (��区) にも地域協

議会 (常設) を設置している｡ 委員を公募し, 定員を上回った場合には準公選にする方式を全国で唯一採用
している｡ １期目の際に５つの区で選挙が行なわれたが, ２期目に選挙になった区はゼロである｡ 応募者数
も１期目の���人から２期目の���人へと減っている (��人減)｡ １期目に続いて２期目も応募した委員は��
人にとどまり, ���人以上が応募を取り止めている｡ 地域協議会の開催は, 市当局としては月１回程度と想
定しており, だいたいその水準が維持されている (年度ごとの開催は, ����年度の���回, ���回, ���回,���回, ����年は��月末までに���回)｡ この市の場合, 合併前に旧町村が各々まちづくりの実行団体を立ち
上げていて, それらの団体の活動が種々の問題を ｢発掘｣ するため, 地域協議会はひんぱんに地域内の意見
を集約する展開となっている｡ これだけの審議を繰り返していても, 市当局からみて地域協議会が住民の間
に深く浸透しているとはいえない｡ また, 旧上越市域に地域協議会を設置しようとした際には, 以前から町
内会長協議会が存在しているのに, わざわざ別組織を立ち上げる必要性について広汎に疑問が出され, 実際



摩擦度合いがより少ない地区コミュニティ協議

会の制度といえども, 住民と市長体制との緊密

な連携の確立は, 議員の役割を事実上, 浸食し

ている｡ この検討結果をもう一歩進めれば, 平

成の合併が引き起こした議会の役割縮小という

論点に行き着く｡ 村松氏の主張するように, 確

かに地方自治における制度としての議会の力,

中央の政策決定に向けて行使される議会の影響

力は決して小さくはない｡ とはいえ, それらの

行使は, 合併の議決に代表されるように政策決

定・進路選択の局面に限定されていて, 基本的

な政策立案や戦略構想は国が担当するし, さら

に住民生活に深く結びついたサービスや事業運

営の局面については市長体制が主導権を握って

いる｡ その上, 平成の合併の過程で生み出され

た住民自治の拡充は, この３者の役割比重に明

らかな変動を引き起こし, 議会の自己決定の役

割に制約を加える (住民投票, 地域協議会)｡

それと同時に, 諸サービスや住民活動の調整機

能を強化するという住民自治を大きく浮上させ

ることによっても, 議会の役割を低下させる｡

したがって, 平成の合併が企図した広域市は,

現行議会制度の抜本的な見直しへの回路を開く

のではなかろうか｡� ��
平成の合併は分権改革の一環として登場した｡

西尾氏が繰り返し述べるごとく, 国政の政治家

は ｢やみくもに｣ 合併を推進した｡ その推進事

情とはかかわりなく, 当該市町村にとって合併

は最大の政治課題である｡ 西尾構想が想定する

地方の中心都市と外縁地域に位置する小規模な

市町村の組み合せは, 外縁地域の住民に対して

きわめて深刻な自己決定を強いる｡ 田園的な生

活に親しんでいる住民たちになじみのない専門

行政の確立に向けて合併が必要だと説明されて

も, 彼らには理解できない｡ そこから, 合併の

目玉づくりが前面に出てくる｡ この点に立ち入

る前に言及しておかねばならないことがある｡

政治主導の平成の合併が所期の狙いである分

権の ｢受け皿｣ にふさわしい規模の新設市を誕

生させた場合, そこの地方政治に何が起きるか｡

合併の重要な側面であるにもかかわらず, 本稿

はこの点を一切取りあげていない｡ いくつかの

興味ある資料が手元に集められてはいるものの,

能力不足のため, 今回は検討の外に置かざるを

えなかった｡ もっとも, 薩摩川内市のケースに

見られるごとく, 住民と行政を連携させる方向

で分権化が進めば, 議会の役割は明らかに現在

よりも一段と縮小していく｡ 地方議会を活性化

するため, 制度の抜本的な見直しは先延ばしで

きないように思われる｡ 国も ｢地方議員の身分

や権能｣ も含めて地方議会の改革に着手した

(｢地方議会制度改革へ｣ 『南日本新聞』, ����年
１月��日号)｡ 作業の行方が注目される｡
存立保障されてきた市町村を合併に駆り立て

るために, 国は ｢集中改革プラン｣ の作成を求

める等さまざまな手段を投入した｡ 世論は財政

上のアメとムチに大きく注目したけれども, 行
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―��―の導入は１年ほど遅れた｡ こうした事情を踏まえて, 新たに就任した市長は, ����年度に２億円ほどを用意
して地域協議会に使途を決める権限を与える計画である (２月��日訪問調査)｡
ここからは, 住民自治組織が住民の間に浸透し認知されようとすれば, 足がかりとなるまちづくり団体な

どが活発に活動していること, あるいは, その決定が地区の人々の生活に具体的なインパクトを与えること
が重要な要件として導かれそうである｡



政区域内の分権に踏み込んだ措置は住民自治に

１つの画期をもたらした (地方自治研究機構が

行なったアンケートによると, 合併済みと合併

予定の市町村のうち��パーセントが地域自治区・
合併特例区の導入を予定している)｡ もっぱら

団体自治と取り組んだ����年分権改革は, その
推進途上で住民自治の新しい局面を切り開いた｡

しかしながら, ｢分権・分離｣ 型の仕組みは,

住民の間に不満の声が少なくないように見受け

られる (鹿児島県鹿屋市には４年の期限付きで

地域自治区制度が設けられたが, まちづくりに

対する不満は依然くすぶり続けている｡ ｢行財

政改革－争点 鹿屋市長選《中》｣ 『南日本新聞』,����年１月��日号)｡
創設準備の時期にまでさかのぼった地区コミュ

ニティ協議会制度の吟味は, 市町村の総合化の

内容が３つのタイプを含んでいることを明らか

にした｡ この時, 国の分権改革が求める総合化

(権限移譲型) は, 市町村レベルで見ると, 行

政のリストラクチャリングを伴わずとも受け入

れ可能である｡ 包括的な住民自治を導入したこ

とによって, 行政の側がそれに対応するべく共

同で対処する方式の担当課を設置するケースは

もっとも斬新な総合化といえる｡ 今日の住民自

治を大きく拡充する薩摩川内市の制度を定着さ

せる際には, 合併時の全面的な組織見直しを利

用して, 柔軟に職員を異動させる方式が効果を

発揮しそうである｡ これが本稿の合併に伴う自

治体経営の分析から導かれる結論である｡����
長年, 地方財政や地域政策の調査・研究に携

わってきた私が合併を正面から考察する研究に

挑んだ背景には, 合併直後に薩摩川内市の行政

改革推進委員に就き, そこから大きな知的刺激

を得たことがある｡

考察対象の薩摩川内市は地元で注目されおり,

鹿児島大学人文社会科学研究科の院生たちの研

究対象になってきた｡ それらの修士論文, 博士

論文は有益であるので, 公刊されていない資料

であるにもかかわらず, 本稿で利用した｡

古川英利氏は社会人院生として私の下で, 修

士論文を仕上げた｡ 彼の研究は本稿を執筆する

直接の契機であった｡ それだけではなく, 彼は

大学院修了後も, 私から資料収集に関してたび

たび相談を受けるなど本研究のパートナーとも

いうべき存在である｡ しかしながら, 本稿の記

述, 見解にかかわる責任の全ては執筆者である

私にある｡

最後に, 平成��年３月に定年退職を迎える上
村浩明教授は, 近年, 分野の全く異なる私の研

究を多面的にサポートしてくれた｡ 教授から受

けた数々の暖かい支援に深謝し, 本稿を上村教

授に捧げる｡������
有馬晋作 ｢地方の高齢者介護と介護保険の基礎モデ

ル｣ 山田誠編著 『介護保険と��世紀型地域福祉－
地方から築く介護の経済学－』 ミネルヴァ書房,����年｡
地方自治研究機構 『地域自治区・合併特例区制度の

現状と課題』 ����年｡
藤田安一 ｢市町村合併と住民投票－鳥取県日吉津村

を事例として－｣ 『地域学論集 (鳥取大学地域学部

紀要)』 １巻３号, ����年｡
古川英利 『地区振興計画と合併時の市町村建設計画－

広域合併から生まれた住民自治の新局面－』 鹿児

島大学大学院人文社会科学研究科修士論文 (未公

刊), ����年３月｡
原田久 ｢市町村合併の現状と展望｣ 中川義朗編 『��
世紀の地方自治を考える』 法律文化社, ����年｡
長谷部裕子・友清貴和 ｢合併を終えた自治体の生活

圏域と行政サービスの現状把握｣ 『日本建築学会九

平成の広域合併と分権改革下の自治体経営

―��―



州支部研究報告』 ��号, ����年｡
林紀行 ｢市町村合併と住民投票－合併をめぐる住民

投票の運用過程について－｣ 『実践女子大学人間社

会学部紀要』 ４集, ����年｡
平井一臣 ｢離島における市町村合併の政治力学－条

件不利地域を中心に－｣ 山田誠編著 『奄美の多層

圏域と離島政策』 九州大学出版会, ����年３月｡
広田啓朗 ｢市町村合併における協議会設置の効果と

政策評価｣ (公共選択学会, 第��回全国大会報告論
文), ����年｡
今井照 『｢平成大合併｣ の政治学』 公人社, ����年｡
今里慈 ｢地方議会と自治体｣ 『同志社政策科学研究』����年｡
伊藤修一郎 ｢町村役場の組織－ニセコ町, 東村, 上

野村の比較事例研究－｣ 『群馬大学社会情報学部研

究論集』 ��巻, ����年｡
鹿児島地方自治研究所 『市町村合併にかかる住民投

票の実態調査・調査票 調査報告について』 ����
年１月��日｡
梶田真 ｢『平成の大合併』 と小人口町村：アンケート

調査結果の概要｣ 『大分大学経済論集』 ��巻２号,����年｡
梶田真 ｢小人口町村に対する地方交付税削減策の展

開とその解釈－市町村合併策との関係を中心に－｣

『地理学評論』 ����年｡
加茂利男編著 『日本型地方自治改革と道州制』 自治

体研究社, ����年｡
金井利之 『自治制度』 東京大学出版, ����年｡
菊池美代志・江上渉 『コミュニティの組織と施設』

多賀出版, ����年｡
北村亘 『地方財政の行政学的分析』 有斐閣, ����年｡
小林慶太郎 ｢市町村合併の検討過程と住民自治｣ 日

本地方自治学会編 『自治制度の再編戦略』 敬文堂,����年｡
小林慶太郎 ｢『平成の大合併』 と住民自治｣ 『法政論

叢』 ��巻２号, ����年｡
小林慶太郎 ｢市町村合併に係る住民投票をめぐる政

治学的考察｣ 『四日市大学総合政策学部論集』 ������������, ����年｡
小西左千夫 ｢平成の大合併を振り返って｣ 『 (関西学

院大学) 産研論集』 ��号, ����年｡
宮脇豊 『現代社会におけるコミュニティの現状－薩

摩川内市を事例に－』 鹿児島大学大学院人文社会

科学研究科修士論文 (未公刊), ����年３月｡
宮崎毅 ｢市町村合併のインセンティブ－合併の意思

決定に関する構造推定－｣ 『明海大学経済学論集』�����������, ����年｡
森永満郎 『市町村合併裏話』 ミツロー事務所, ����
年｡

森永満郎 『いいのか！ 市町村合併』 ミツロー事務

所, ����年｡
村上英明 ｢住民投票 (条例) 制度｣ 中川義朗編 『��
世紀の地方自治を考える』 法律文化社, ����年｡
村松岐夫 ｢日本における地方分権論の特質 絶対

概念から相対概念の分権へ｣ 『年報 行政研究』 ��,����年｡
村田聡 ｢住民投票の計量分析－市町村合併をめぐる

有権者の投票行動－ (要旨)｣ 平成��年度東京大学
大学院公共政策学教育部リサーチペーパー, ����
年｡

武者忠彦 ｢『平成の大合併』 をめぐるガバナンスの問

題－長野県木曽町の地域協議会を事例に－｣ 財団

法人国土地理協会 『｢平成の大合併｣ に伴う市町村

行財政の変化と対応に関する地理学的研究』, ����
年｡

中田實 ｢地域自治組織とコミュニティ－住民自治の

あり方を考える－｣ 『ヘスティアとクリオ』 ����,����年｡
西川雅史 ｢市町村合併による支出削減と市町村の構

成変化：市町村合併が都道府県に与える影響｣ 『会

計検査研究』 �����, ����年｡
西尾勝 『未完の分権改革』 岩波書店, ����年｡
西尾勝 『これからの行政活動と財政』 公人の友社,����年｡
西尾勝編著 『自治体デモクラシー改革－住民・首長・

議会－』 ぎょうせい, ����年｡
西尾勝 『分権改革と政治改革－自分史として－』 公

人の友社, ����年｡
西尾勝 『地方分権改革』 東京大学出版, ����年｡
小原隆治 ｢地方分権化と地域コミュニティ｣ 『ヘスティ

アとクリオ』 ����, ����年｡
奥田憲昭 ｢市町村合併の論点と研究課題｣ 『大分大学

経済論集』 ��巻４・５合併号, ����年｡
大森 彌 『新版 分権改革と地方議会』 ぎょうせい,
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����年｡
大石嘉一朗 『近代日本地方自治の歩み』 大月書店,����年｡
佐々木信夫 『市町村合併』 筑摩書房, ����年｡
佐々木信夫 『自治体をどう変えるか』 筑摩書房,����年｡
澤野孝一朗 ｢地方自治と市町村合併に関する実証分

析とその議論－財政・分権・住民自治－｣ 『オイコ

ノミカ』 ��巻３・４号, ����年｡
塩沢健一 ｢『平成の大合併』 を問う住民投票－若年層

の投票参加に着目して－｣ 『都市問題』 ��巻��号,����年｡
角之上知樹 『大規模中核市における地域自治の現実

的可能性－分権時代の住民・行政関係構築に関す

る考察：南九州地域を中心とした事例から－』 鹿

児島大学大学院人文社会科学研究科博士論文 (未

公刊), ����年３月｡
高島茂樹 『市町村合併のそこが知りたかった』 ぎょ

うせい, ����年｡
徳野貞雄 ｢現代農山村における平成の大合併と戦略

的な地域政策｣ 『(熊本大学) 文学部論叢』 ����年｡
辻陽 ｢日本の地方制度における首長と議会との関係

についての一考察 (１), (２)｣ 『法学論叢』 ���巻
６号, ���巻２号, ����年｡
牛山仁彦 ｢自治体選挙の現状と課題－自治体改革に

求められる自己決定の政治システム－｣ 西尾勝編

著 『自治体デモクラシー改革－住民・首長・議会－』

ぎょうせい, ����年｡
山田誠 ｢米国ミシガン州の自治体財政と財政的連邦

主義－����年代の地方財政改革を中心に－ (上)｣

『経済学論集』 ��号, ����年｡
山崎重孝 ｢新基礎自治体論｣ 横道清孝編著 『地方制

度改革』 ぎょうせい, ����年｡
山崎重孝 ｢『平成の合併』 の節目を迎えて｣ 『地方自

治』 ���号, ����年｡��������
地方制度調査会 『今後の地方制度のあり方に関する

答申』 ����年��月��日｡
電源地域振興センター 『薩摩川内市総合計画下期基

本計画基礎調査 報告書』 ����年３月｡
鹿児島県 『鹿児島県市町村合併推進要綱』 ����年��

月｡

鹿児島県共生・協働型地域コミュニティのあり方に

関する研究会 『共生・協働の地域社会と自治の充

実をめざして－コミュニティにおける協働と参加

(意思決定) の仕組みづくり－』 ����年, ��月｡
川薩地区法定合併協議会 『第��回 川薩地区法定合

併協議会会議録』 ����年��月��日｡
川薩地区法定合併協議会 『薩摩川内市 まちづくり

計画』 ����年��月｡
川薩地区法定合併協議会 『第��回 川薩地区法定合

併協議会会議録』 ����年５月��日｡
市町村の合併に関する研究会 『｢平成の合併｣ の評価・

検証・分析』 ����年６月｡
平成の広域合併と分権改革下の自治体経営
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